
北ヨ�ロッパの環境�資源政策 �北欧を中心に� 日本への教訓

丸 尾 直 美

� 北欧の自然�環境

環境�資源保全政策は新たな段階に入りつつあ
る� グロ�バルな地球温暖化問題や身近なごみ処
理とリサイクルに関しても新たな理念や政策が考

案されている�
本稿では� スウェ�デンをはじめとする北ヨ�
ロッパの環境�エネルギ�保全政策について� そ
の先駆的部分を中心に紹介する� 同時に日本の環
境保全�エネルギ�保全政策と比較しつつ� ス
ウェ�デンを中心とする北ヨ�ロッパ諸国の環
境�エネルギ�保全政策の長所と問題点を指摘
し� 日本が学ぶべき点は何かを示す�
なぜスウェ�デンを中心とする北ヨ�ロッパの
環境�エネルギ�保全政策を取り上げたかという
と� これらの国は環境保全とエネルギ�保全の分
野で多くの先駆的成果を挙げている割には� その
実態と意義が知られていないので先駆的事例とそ

の意義及び問題点を紹介し� 検討することが日本
の環境�エネルギ�政策改善のために有益である
と考えたからである� 本稿の前半では総論的部分
と� ロ�カルな環境問題である廃棄物のリサイク
ル政策を中心に扱い� 後半ではグロ�バルな環
境�エネルギ�問題とも関係深い CO2削減政策

と� それと関連深いエネルギ�政策を扱うことに
する�

�1� 政策の先進国スウェ�デン
スウェ�デンは人口 880万人程度の小さい国

であるが� その割にはその政策が国際的に話題に
なり� 注目を浴びることが多い国である� これま
でのスウェ�デンは� 社会科学関係の政策に限っ
ても次のようないくつかの政策を先駆的に行い�
社会科学の実験国としてまたモデル国として世界

の注目を浴びてきた�
1� 普遍主義的福祉政策の先駆国
まず普遍的で水準の高い福祉政策を行っている

国として知られている� 具体的には� 特に次の四
つの分野で社会保障の先駆国である�

a� 基礎年金プラス従前報酬比例型年金という
二階建ての年金制度を先駆的に導入 �1960

年� した代表国として� そして 1998年の合

理的なそして高齢化と経済変動に耐えられ

る新年金制度の導入国として� また年金制
度に年金ポイント制 �過去賃金の現在価値
への自動的読み替え制度� と個人勘定制を
先駆的に導入した国として�

b� ノ�マライゼ�ションの理念に基づく高齢
者と障害者に対する普遍的で水準の高い福

祉サ�ビス �personal social services � を
行っている国として� 最近では高齢者医療
サ�ビスと介護サ�ビスを基礎自治体レベ
ルで総合化したエ�デル改革を行った国と
して�

c� 子育て期の働く女性を支援する積極的保育
政策などの家族政策を行った国として� そ
して男女雇用平等の理念に基づく高い女性

の就業率と出生率の維持を両立させようと
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している国として�
d� イギリスとともにナショナル�ヘルスサ�
ビス方式による医療保障制度の代表国とし

て� そしてエ�デル改革を通じて高齢者医
療サ�ビスと高齢者介護政策をコミュニテ
イレベルで総合化しようとしている国とし

て�
2� 先駆的経済政策の国

a� 経済政策では 1930年代に行った �ケインズ
政策以前のケインズ的な不況対策� を世界
に先駆けて導入した国しても知られている�
スウェ�デンがその経済社会政策で最初に
世界的注目を集めたのは福祉政策よりも不

況と失業に対する積極的経済政策であった�
b� そのケインズ的なマクロ雇用政策にミクロ
的労働市場のミスマッチ政策 �労働市場政
策� を組み合わせた積極的雇用政策 �レ�
ン�メ�ドナ��モデル� を 1960年代に

導入して完全雇用の維持に 1990年まで成

功した国としても知られる�
c�バブル崩壊後�金融機関への公的資金導入を
積極的大規模に行って金融危機�不況�財
政危機�国際経常収支の大きな赤字という
経済危機を短期間で克服した国としても注

目されている �丸尾� 2001年 10月��
3� 労使関係の民主主義化
スウェ�デンは民主的で参加協力型の労使関係
でも知られている� 労働組合の組織率が 80	以
上と高く� 産業民主主義の発達した国として知ら
れている� 1970年代には労働者重役制� 職場に
おける共同決定法� 労働者共同基金制度の導入国
として国際的にも注目を浴びた�
4� 協同組合運動先駆国
スウェ�デンは� 非営利組織の協同組合の発達
した国であり� 小売り�卸しの商品だけでなく�
住宅� 保険の分野での協同組合による供給の比重
が大きい国としても知られている� 高齢者福祉住
宅の供給にも住宅協同組合が参入している�
1936年にアメリカのジャ�ナリストのマ�キ

ス�チャイルドは Sweden
 the Middle Wayと

いう本を刊行して� スウェ�デンの協同組合制度
など独自の路線を紹介して� 世界に大きな影響を
与えた� この時からスウェ�デンは資本主義とも
社会主義とも異なる第三の道を行く国として見ら

れるようになった� 協同組合を NPOの先駆的形

態と見なせば� スウェ�デンは �NPOの先駆的

国� といえる �馬場憲男� 1994年��
5� 環境�エネルギ�保全の政策と運動の先進
国

a� 環境政策では� 世界で 1972年に最初の国連

環境会議を提唱して主宰した国であり� 環
境政策に関しても世界を先導している�

b� エコサイクル政策と呼ばれる循環型の環境
政策を先駆的に行っている国としても評価

が高い� リサイクルのためのデポジット制
度を飲料容器から始めて�古タイヤ�電気製
品� 自動車� 包装容器等へ次�と導入して�
この分野でも世界を先導している �丸尾�
西ヶ谷�落合� 1997年�� 企業も自治体も環
境保全とエネルギ�保全の運動と政策に積
極的なことは後に説明するとおりである�

c� 最近ではナチョラル�ステップという NGO

�非営利組織� が環境保全のため科学者� 芸
能人� 産業界� 労働組合� 協同組合等の参加
と� それに国王の支援をえて活発な活動を
展開して注目されるようになっている �後
述��

d� 都市づくりでは自然と人間の共生とノ�マ
ライゼ�ションの理念に基づく都市計画を
行っている国としても� 最近ではエコシ
ティの実験でも先駆的である�

e� 大気汚染の環境問題と関係の深いエネル
ギ�問題でも� CO2を排出する化石燃料に

課税し� クリ�ンな再生可能なエネルギ�
を補助するなど環境関係の課税にも積極的

である�
f� エネルギ�政策では� 原子力発電所を段階的
に廃止することを決定し� 既に一基の発電
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所は廃止されることになった� また自然環
境保全の観点から� 環境を破壊する大規模
な水力発電所の新設もしないことになって

いる� 化石燃料は資源保全 CO2排出削減の

ために環境�エネルギ�税を課して使用を
抑制している� それゆえ再生可能な新エネ
ルギ�の開発に非常に熱心である�

6� 教育�成人教育
a� 教育の分野では小学校から大学院まで無料
の授業料と奨学金および奨学ロ�ンで教育
費負担を社会的にしたことでもユニ�クで
ある�

b� 労働者教育協会などによる学習サ�クルや
教育休暇制度など継続教育と呼ばれる成人

教育でも独自の制度を導入していることで

知られている �丸尾� 1993年参照��
7� 民主主義の先駆的実験

a� 政治の分野では比例代表制の一院制の国会
と分権的自治体の国として特徴的である�
政治の分野でも官庁が関係団体の代表が参

加する行政委員会を持つユニ�クな組織に
なっている� 政策の参考にする国民投票制
度もある�先にも触れたように�民主主義を
産業面に拡大した産業民主主義の先進国で

もある�
b� オンブツマン制度の先駆的導入国としても
知られる�

c� 地方分権化でも先駆的政策で世界を先導し
てきた� スウェ�デン居住の外国人に地方
政治の選挙権を与えたり� 全国の自治体を
町村合併で� 地方分権に適正な規模に統合
した�

d� 男女平等の先駆国としても知られている�
女性の高い就業率� 女性の大臣� 国会議員�
自治体の女性議員の比率も高く� 男女の就
業率格差も賃金格差も小さいことで知られ

ている�
8� 非同盟�中立の外交政策

非同盟�中立の平和的外交政策を取ってき

ており� ナポレオン戦争以来� 戦争をしな
かった平和国家として知られている� 海外
の発展途上国への政府援助にも積極的であ

る�
スウェ�デンという国がこのような特徴のある
国であるということを念頭において� 主としてス
ウェ�デンを中心とする北ヨ�ロッパのエネル
ギ�問題を含む環境政策を経済的側面に重点を置
いて説明する� 北欧とくにスウェ�デンとデン
マ�クは環境保全に熱心な国であり� その環境政
策に学ぶべきものが多い� ノルウエ�は水力も豊
富な上に北海油田を持つから� エネルギ�問題に
関してはスウェ�デンとデンマ�クとは少し状況
が違う� デンマ�クは原子力発電をしていない
し� スウェ�デンは原子力発電の是非に関する国
民投票の結果と選挙の結果� 2010年までに原子

力発電から phase outすることを決めた� 既に一
基は発電をやめ� 段階的に原子力発電から離脱す
ることになっている� 脱原子力発電という点でも
化石燃料消費を節減し� 新エネルギ�に代えてい
こうとする点でもスウェ�デンとデンマ�クは共
通している� スウェ�デンの一人当たり電力消費
量はカナダ� アメリカとともに非常に高い国であ
り� 原発廃止を決めた当時� 原子力発電には約
50�依存しており� 水力発電も自然環境保全のた
めこれ以上は期待できないスウェ�デンで果たし
て本当に� 原子力発電に依存せずに電力を供給で
きるのかという点で多くの人が疑問を持った� ウ
イリアム�D�ノ�ドハウスが� �スウェ�デンの
核ジレンマ	 �1997年� で問題としたようにス
ウェ�デンはジレンマに直面する道を選択したの
である� スウェ�デンとデンマ�クは廃棄物のリ
サイクルでも積極的であり� 先駆的政策をいくつ
か行っている�

� 北欧諸国ではなぜ環境問題への社会的関心が

高いのか

スウェ�デンは 1969年に国連環境会議の開催

を提唱して 1972年に自ら主催国となって第 1回
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国連環境会議を開催した� デンマ�クには EUの

環境庁本部が置かれている� 両国とも環境税の導
入� 飲料容器などへのデポジット制度の導入�
CO2対策への積極的取り組みなど環境と資源保全

に極めて積極的であり� いくつかの先駆的試みで
世界的に注目されている� スウェ�デンの人口密
度は 1平方キロメ�トルに約 20人で日本の 331

人よりはるかに人口まばらで公害とは無縁に見え

る� そのスウェ�デンや� 人口約 530万人のデン

マ�クが� なぜエネルギ��環境問題に危機感を
他の国以上に強く持ち� 環境やエネルギ�保全に
世界を先導するような試みを行っているのか�
一つの答えは� 福祉政策の場合と同様である�
両国民とも安全性と連帯を重視する国民だからだ

ろう�
スウェ�デンが環境�エネルギ�問題への関心
が高いより直接的理由としては� その他� 次のよ
うなことも言われてきた� このうちのいくつかは
デンマ�クについても言える�
�1� バルト海を隔てる旧共産国圏の空から汚染物
質が流入したから� こうした越境汚染を防ぐ
ために環境汚染防止の国際協力が必要である

と考えたから�
�2� 北極圏に近いので� フロンガスによるオゾン
層の破壊の被害が大きいおそれがあるから�

�3� 全国に 8万 3000あると言われる湖の多くが

閉鎖型で水の入れ換わりが少ないうえに� 岩
盤の上の薄い土に覆われているスウェ�デン
の土地や湖は酸性雨に弱いから� 同様に北欧
の森林は酸性雨に弱いから�

�4� 自然の中に育ち自然を愛する国民であり� 子
供のときから環境教育が良く行われているか

ら�
�5� スウェ�デンは環境防除関連機器を先駆的に
製造しているし� デンマ�クは優れた風力発
電の技術を持っているので� 環境�エネル
ギ�問題への世界の関心が高まれば� ス
ウェ�デンやデンマ�クの産業が儲かるの
で� 環境問題の重要性をことさら強調するの

だという人もある�

� 環境政策における政策ミックス

�1� 経済的� 社会的� 政治的手段のミックス
が必要

しかし� 直接の利害関係だけでなく� スウェ�
デン人の環境破壊への危機感と保全への熱意が�
政府と企業の積極的環境政策を支えているという

面を忘れてはならない� もしスウェ�デン人が利
害関係だけで行動しているのであれば� 例えば電
力料金でもやすい電力を買うであろう� スウェ�
デンでは電力料金が電力の発電源に応じて分けら

れている地域がある� 最も高いのは風力発電であ
る� 風力発電は最もクリ�ンな発電源であるが�
コストも掛かるので一番高い� 風力発電にも二種
類があってクリ�ン度が高い方が料金も高い� 勿
論� 消費者に供給される電力は� 高い料金を払っ
てもクリ�ン度が低く� 料金の安い電力料金を
払っても� 同じ電力である� 人間は利己的に行動
するという経済学の想定どおりに人�が行動する
とすれば� 誰もが安い料金の電力を買うことを選
ぶはずである� ところが実際には料金が一番高い
クリ�ンな電力を選ぶ消費者が結構多いとのこと
である�
北欧で環境政策を提唱するのは自国の利益にな

るからだと� 考える人は自分が得にならないこと
はしないからであり� 良いことをしている他人
も� 結局� 自分の得になるからやっているのだと
考えることによって� 自分の行動の後ろめたさを
正当化するのであろう� 後に述べるように損得で
動くという人間の行動原理を利用して環境を保全

する政策をとることは必要であり� 北欧でもそう
いう政策を積極的に取っているが� 同時に情報と
教育で環境危機が自分とその家族の生活と生存を

おびやかす恐れがあることを自覚させ� 開かれた
利己心に訴えることと� 人間の良心や連帯感に訴
えることも大切なことを北欧の政策は教えてくれ

る� つまり� �利己心に訴え� 環境税やデポジッ
ト制度のような経済的手段で個人と企業の環境保
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全行動を促すと同時に� �人�が環境意識を強く
持ち� NGOやボランティアが環境保全に努力し�
参加協力する体制にすることが環境保全を促すの

に役立つ� さらに�広い社会的公共的観点からの
政府が環境保全ガイドラインや環境指標を作成し

たり� 比較したり� 有害物質の厳しい規制をする
ことは政府の役割である� �を経済的市場的手
法� �を社会的手法あるいはインフォ�マルな手
法� �は政治的手法と言ってよいであろう �丸尾
直美� 西ヶ谷信雄� 落合由紀子� 1997年�� 政策
論は� その目的とすることをこのような多元的政
策手段で効率的に実現することを意図するもので

ある� 社会科学の場合� 共通の理念ないし一般的
目的は�福祉 �well-being�の改善であるが�各分
野にはそれぞれの学問と政策に固有 �inherent�
の目的がある� 医療政策の場合には健康の増進�
生命の維持� 医療の質の改善であろう� 環境政策
の場合には� 環境保全と環境の質の改善である�
エネルギ�政策の場合は� 持続可能なエネルギ�
供給の確保であろう� 経済政策の方法論をこれら
の分野に適用するということは� こうした各分野
での固有の政策目的を効率的� 公正にかつ持続可
能性を考慮して実現することである�
効率的という言葉はよく誤解されるが� 効率と
は金銭的費用節減だけではない� 効率とは�Out-

put/コスト�をできるだけ大きくすることであ
り� 分母 /分子ともに金銭的なものに限らない�
またこうした各分野固有の目的を実現する政策手

段として� 経済学が特に重視することは� 市場的

な効率実現の手段を用いることである� しかし�
医療	福祉� 環境は市場の失敗あるいは欠陥が特
に生じ易い分野なので� これを防ぐための政策関
与を市場化政策と適切に組み合わせる政策をとる

ことが大切になる�
さらには家族とか住民とか NPOなどのイン

フォ�マル部門も重要な役割を果たす�

�2� 福祉ミックス社会のコンセプト
福祉ミックス論は市場の役割を重視すると同時

にインフォ�マル部門の役割を重視する点では�
従来のスウェ�デン型福祉国家論とは異なる� し
かし� 新自由主義に同調するのでもない� 社会の
システムには図表 2のように �1� 企業	市場シ
ステム� �2� 政府の計画システム� �3� イン
フォ�マル	システムという三つのシステムがあ
るが� それぞれの長所を生かしてその最適な組合
せを実現するという形で� 新自由主義の主張を取
り入れつつも� 福祉国家論を発展させようとする
のが福祉ミックスの積極的理念である� 図表 2は

主として企業から構成される �M� 経済の市場シ
ステム� �G� 政府の公的計画システム� �F� 社会
のインフォ�マル	システム �社会システム� の
三つのシステムの主体と秩序維持	統治 �ガバナ
ンス� 機能を示している� Mは経済システムであ

り� 市場メカニズムというインパ�ソナルな �非
人格的な� メカニズムによって自動的に統治され
る� この経済システムの主体は主として企業であ
る� Gは政治システムであり� 民主主義国家では

図表 1 各分野固有の目的と経済学の基準との関係
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民主主義によって統治される� 主体は中央政府�
自治体�その他の公的事業体である� FはMにも

Gにも属さない社会システムあるいはインフォ�
マル�システムであり� 市場システムと違って人
間味の強いシステムであり� 近代国家でもこのシ
ステムは愛と連帯と慣習によって秩序が維持され

る� 主体は家族� 親族�ボランティアそれに近年
重要になってきた NPO �非営利組織ただし公的
部門を除く� である� インフォ�マル部門の組織
化された NPO等と家族は同一視できないので�

一応区別して描いてある� これら三つの社会のシ
ステムはいずれも自然システムという大きなシス

テムの中にあり� 社会システムの比重が高くなる
につれて自然システムとの共生の配慮が大切にな

る� 福祉ミックスの総合システムは� 自然環境へ
の影響を十分配慮しながら� これら三つの社会シ
ステムの目的や長所を最も生かすように最適に組

み合わされた綜合システムである�
民間企業�市場部門と政府部門が重なる部門

Xの例としては､公私が株を分有する混合企業�

図表 2 福祉ミックスのコンセプト

X�G�M は� Xが GとMの両方の特性を持つという意味である�

図表 3 政府� 市場� インフォ�マル部門の主体� 目的� ガバナンス原理� 手段� 特徴� 問題点

主 体 主な目的 ガバナンスの原理 主な政策手段 特徴�問題点

政府部門 政府� 自治体�
その他の公的機

関

公正性 民主主義 議会による決定 公平性�普遍性
画一性� 硬直性

企業�市場部門 営利企業� 自営
業

効率性 市場メカニズム 市場機構による

自動的調整

消費者指向� 弾
力性

市場の失敗

インフォ�マル
部門

NPO� ボラン

ティア� 近隣�
家族� 個人

人 間 的 価 値�
愛�信頼�連帯
感の育成

社会的交換と相

互性

慣習

参加� 協力� 助
け合い

利害の共有�情
報の共有

サ�ビスに人間
味�温かさがあ
る

専門性を欠く

継続性を欠く
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最近� 話題になる公的事業の運営の民間企業への
依託 �コントラクト･アウト� や本来� 公的事業が
建設していた福祉� 環境� 文教施設の民間企業へ
の建設の依託 PFI �private financial initiative�
がある�
インフォ�マル部門への運営業務委託は Y領

域に属し� adoptと呼ばれることがある� NPOも

法人格を持つ組織の場合� 非営利であり� 人間的
要素が強いというというインフォ�マル部門の特
性を持ちつつも� 企業の組織原理を取り入れてい
る� よく組織され� マネッジされている NPOは�
Fに属するというよりも経済市場システムとイン

フォ�マル�システムの両特徴を備えるので� 図
表 2の Zに属する� ただ利潤を追求しない点が
Mとは基本的に異なる�またこの三つのシステム
は� 社会全体が三つの部門に分かれているという
よりも� 産業内あるいは事業内にも三つのシステ
ムが共存する場合もしばしばある� 例えば高齢者
福祉サ�ビスは三つのシステムが共存する典型的
例である� 電力事業も北欧などでは公的事業と�
民間電力供給業とデンマ�クの場合のように非営
利の風力発電協同組合が共存している�

�3� なぜミックスが必要なのか
数学の方程式において複数の未知数の解を得る

ためには未知数と同数の方程式が必要になること

は知られているが� それと同様な論理により� 経
済政策の場合� 例えば三つの政策目的を同時に効
率的に実現するのは三つの政策手段が必要である

�J�ティンバ�ゲンの定理�� 社会経済システム
でも社会の三つの目的 �効率� 公正� 人間的価値�
を同時に有効に �効率的に� 達成するためには三
つのシステムを組み合せることが望ましい�
例えば介護サ�ビスの場合は� 政府が社会保障
として制度の枠を決め� 医療と同様に� 基礎的
サ�ビスを提供する� そして自治体が基礎的の
サ�ビスの供給に責任を持つ� しかし� 介護サ�
ビスを供給するのは� 自治体だけではない� 営利
企業や NPOが参入し� 競争する方が効率の点で

も消費者 �利用者� 指向である点でもプラスにな
る面がある� さらに在宅で介護や医療の治療をす
る場合には� 家族が大きな役割を果たす� 家族だ
けに介護を委ねれば� 家族が過労で� 家庭が破壊
されたりするが� 社会保障として基本的介護サ�
ビスを受けることができれば� 家族の介護サ�ビ
スは軽減でき� 家族はインフォ�マル部門特有の
きめ細かな人間味あるサ�ビスを提供できる� こ
うした供給サ�ビスの組み合わせで� 公的費用が
節減され� しかも介護される人も� 介護する人も
ベタ�オフする�
年金と老後の生活保障にも同様な論理で福祉

ミックス論を適用できる� 資源配分に際して価格
�限界コスト当りの限界生産性の高い生産要素か
ら配分して用いるのがパレ�ト最適への接近にな
るように� システムの配分においても� 資源配分
政策に準じたシステムのサ�ビスを割り当てるこ
とが福祉を効率的に改善する結果になるのであ

る�
環境政策の場合にも同様の論理で� 政府が理

念�原則 �エコサイクル� PPP� 拡大生産者責任
原則など�� 基準� 基本的ル�ル� 環境税�環境関
係の手数料等の基本を決め� また安全や重大な環
境保全に関わる政策は政府�自治体が行なう� し
かし� そういう政府の決めた方針の下で行動する
のは大部分が民間である� また政府は従来� 政府
が行なってきたことを民間に委託 �コントラク
ト�アウト�することが多くなった� �民間にでき
ることはすべて民間に	 というのではなく� 民間
に委託したほうが�コストが安く�� 環境保全に
も問題が無く� �しかも住民の満足度が高くなる
場合にはそうすべきだということになる�

�4� インフォ�マル部門と NPOの役割

福祉ミックス型福祉社会の一つの特徴は福祉国

家論では殆ど論じられなかったインフォ�マル部
門の役割を再評価し� 活用する点である� イン
フォ�マル部門の定義は人によって異なるが� 本
書では先に述べたように広義の意味で用いる� 英
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米のアングロサクソン系の国では非営利組織�ボ
ランティアの役割はもともと大きいが� 政府と市
場に加えて第三の部門としてインフォ�マル部門
の役割を新たな観点から再評価しようとする傾向

が国際的に見られるようになった� 環境保全と環
境アメニティ分野ではインフォ�マル部門の果た
してきた役割は大きい� イギリスの環境保全運動
も�ナショナル�トラスト�シビック�トラスト�
グランド�ワ�ク等のアメニティ運動は歴史が古
く� 加入者も多く� 政治への影響力も大きい� ス
ウェ�デンのナチョラル�ステップなども環境保
全に大きな役割を果たしていることが知られてい

る� その点� 我が国の環境保護運動は規模が小さ
く� 組織力� 資金力� 人的ネットワ�クにも欠け
るので� 改善が求められている� とはいえ� 我が
国における市民運動の歴史は浅いため� こういっ
た点が徐�に改善されていき� 人�の参加の仕方
が変わってくると考えられる�
インフォ�マル部門の活用は次のような意義が
あり� その発展が期待されている�
�1� 公的および企業供給の不足部分を補完して�
福祉�環境�文化などの供給を補うため�

�2� 資源配分の最適性の観点からもその存在は重
要な意義をもつため� すなわち市場が失敗す
る上に� その市場の失敗を是正するために介
入する政府も失敗することが公共選択論など

によって明らかになった� 市場と政府がとも
に失敗するとすれば� これを補完するシステ
ムとして非営利組織などのインフォ�マル�
システムを導入することが� 資源配分の最適
化の観点から必要性であることが明らかであ

る� �市場の失敗と政府の失敗がともに生ず
るとき�第 3部門の出番 �チャンス� がある	
�Evers & Svetlik, eds., 1993, p. 6� と言え
る�
慈善やボランティアは� 市場では生活でき
ず政府も助けない人�を救済することから始
まった� 環境の分野では� 市場に委ねれば都
市の水辺や森の自然は消滅していく� 政府に

任せても住民の意識が環境のアメニティより

も経済性や便利性を優先する時代には議会も

自然破壊のほうに賛成してしまう可能性が十

分ある �丸尾� 1984年�丸尾�西ヶ谷�落合�
1997年�� イギリスではそのような場合� 環
境意識に目覚めた人びとがつくるナショナ

ル�トラストやシビック�トラストなどの非
営利組織が環境保全に重要な役割を果たして

きた� 協同組合も非営利組織であり� イン
フォ�マル部門に属するが� 北欧では協同組
合も福祉�環境の分野で大きな役割を果たし
てきた� 特にスウェ�デンでは住居建設では
10
20�のシェアを持っている� 環境の分
野でも協同組合は先駆的役割を果たしてい

る� 飲料容器のデポジット回収機を率先して
設置したのも協同組合のス�パ�であった�
またデンマ�クでは風力発電設備設置の場
所を農家やその他の地主が提供して設備のオ

ウナ�になるというやり方で� 風力発電の普
及を促していることも注目される�
市場決定においても政府の多数決原理によ

る決定においても� 関係者間に信頼と情報に
不備があると� 最適な決定をもたらさないこ
とがある� 特に市場システムと政治システム
の混合領域では契約による決定が重要な役割

を果たすが� その場合� 当事者がコミュニ
ケ�ション不足で情報を共有していない場
合� 信頼が欠ける場合などには当事者をベ
タ�オフさせる �状態をパレ�ト最適に接近
させる� 解決をもたらさないで� 囚人のジレ
ンマやゼロサムゲ�ムを結果する場合がある
�加藤寛編� 初版 1983年及び 1999年度改訂

版所載の拙稿参照�� この難点を避けるため
には� 市場システムと政治システムに加え
て� 当事者間のコミュニケ�ションによる情
報の共有�学習�慣習による相互理解等に
よって成り立つ第三の社会システムが､必要

である� 筆者はそのような �コミュニケ�
ションと学習を通じて共通の理解を深める	
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�丸尾稿� 加藤寛編� 第 9章� 初版 1983年�
システムを参加型システムと呼んだことがあ

る｡そのようなシステムは市場と政府とは異

なるガバナンス原理に立つシステムである

が� 市場や政府の中にもインフォ�マルな部
分がある� 情報の共有� 信頼� 慣習を重視す
る日本型経営は市場システムの中にあるイン

フォ�マルなシステムである� 人間間の信頼
性とコミュニケ�ションと慣習による情報の
共有を特徴とする参加型のシステムは� 市場
部門の利潤原理とも政府部門の民主主義原理

とも異なる第三の社会システム �図表 2の

F� と共通するガバナンス原理を持つ� 参加
型システムの主張はインフォ�マル�システ
ムが必要であるとする福祉ミックス論の一環

とも言える� 第三のシステムが必要だとの認
識は H�ハンズマンの �契約の失敗� �Hans-

man� 論や宮沢健一氏の協力的調整のシステ
ムが必要であるとの論にも見られる �宮沢�
1992年�� 契約の失敗と言われる現象は人間
間の信頼の欠如と情報の非対称性に由来する

が� この欠陥に対応するためにも� コミュニ
ケ�ションと慣習による情報共有� 相互性�
共感に基づく人間的統合 �integration� を重
視する社会的�インフォ�マルな決定システ
ムは必要である� システムにはシステムを動
かし� 統御する機能が必要であるが� その機
能として K� ボ�ルディングは愛を重視し�
多くの社会学者は社会的交換と相互性を重視

し� 日本的経営のインフォ�マルな要素を重
視する人は� 情報の共有 �島田晴雄� や信頼
�Fukuyama�や慣習を重視する�宮垣元 �宮
垣元� 2000年� は情報の共有と信頼メカニ
ズムこそが� インフォ�マル部門の NPOの

本質的機能であると言う�
�3� 非営利組織はしばしば無償あるいは低料金で
サ�ビスを供給するので福祉財政支出の節約
にも役立つ� インフォ�マル部門のサ�ビス
は� それが専ら労働提供者の犠牲において行

なわれる場合には� 公的支出の節減にはなっ
ても� 社会的ベタ�オフ �状態改善� の解決
とは必ずしもいえないが� インフォ�マル部
門のサ�ビス提供者が進んでサ�ビスを提供
し� サ�ビス提供に意義 �効用� を感ずる場
合には� そのサ�ビス提供は何人の利益や効
用を損なうことなく� サ�ビスを増加させる
から� 社会的にベタ�オフする�
非営利組織やボランティアに政府が補助金

を出す �有償ボランティア� に関しては賛否
両論があるが� ボランティアがその活動に意
義を認め福祉サ�ビスを進んで行なうとき
は� 当人の労働への限界不効用 �コスト� は
通常の労働者よりも小さいので� 通常の賃金
以下で労働供給を行なっても本人はベタ�オ
フ �効用が改善� している �加藤�丸尾編�
1998年�� 有償ボランティアの制度はそのよ
うな供給曲線を持つ人びとの潜在供給力を比

較的わずかなコストで顕在化させる制度であ

ると考えることが出来るので� そのこと自体
は社会の状態の改善に寄与していると考える

ことができる�
ただし� 有償ボランティアは二つの観点か
ら批判される� 第一に� ボランティアは償い
を求めない無償の行為であり� 有償にするこ
とはボランティア精神に反するとの批判であ

る� もう一つは� 有償という名目でわずかの
報酬でボランティアを労働力として使うこと

は結局において最低賃金以下で労働供給を行

わせることであり� 一般労働者の労働条件を
悪化させるとの批判である� この二つの批判
をクリアすることは� ボランティア労働への
補助の仕方と� ボランティア供給の領域の区
分 �役割分担� によって可能である�

�4� 福祉サ�ビスや環境政策などでインフォ�マ
ル部門が必要なのは以上のような経済学的理

由によるだけではない� インフォ�マル部門
は人間的要素を導入するために必要であり�
特に利己心に基づく行動を前提とする市場経
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済化が進み� 利益社会 �ゲゼルシャフト� 化
が進み� 政府部門では官僚化が進み� IT化で

人間的な直接のふれあいの機会が少なくなる

ので� こうした非人間化の傾向を是正するた
めにも� インフォ�マル部門が存在して� 連
帯�共感�温かさなど人間的要素を育てるこ
とが必要だからである� このことは目的合理
性 �成果志向� の市場や集権的�官僚主義的
な政府にも批判的な J� ハ�バマスなどの社
会学者が� コミュニケ�ションの役割を重視

することとも共通する�

� スウェ�デンにおける環境政策の発展

スウェ�デンの環境政策関連の主要な法律と政
策は図表 4が示すとおりであるが� 環境政策への
積極的取り組みは 1964年の自然保護法と環境保

全法に始まる�

�1� 環境政策の発展と環境政策関連法
スウェ�デンで環境政策を運用する中央の政府

図表 4 スウェ�デンの環境保護関係の主要立法

+3*/年 山林法 �その後改正� 最後の +33-年に改正� 山林の作業観光の規制

+30.年 自然保護法 自然公園� 自然保全� 希少動物
希少植物の保護� 海岸線などへの建築規制

+303年 環境保全法 大気�水質汚染�騒音規制
環境アセスメントル�ル作成
環境保険導入

+303年 国連人間環境会議を開くよう提言

+31+年 海洋への廃棄物投棄の禁止法

+31,年 第一回国連人間環境会議をストックホルムで

開催� ホスト国となる�
+31-年 飲料容器に関する課徴金導入

+319年 農業土地管理法 農業における自然環境と文化環境への配慮を規定

+313年 廃棄物収集�処理法
�+33-年改正�

廃棄物の再使用とリサイクルを促す方策の作成� 生産
者責任の規制を含む�

+313年 PCB使用禁止�
+32*年 船舶による水質汚染防除法

+32*年 原子力に関する国民投票実施

+32*年 原子炉 +,基の段階的廃止を国会で決定

+32/年 化学製品法 化学製品規制� より害の少ない製品への転換要請� 殺
虫剤� PCB� カドミュ�ム規制を含む�

+320年 環境損害法 建造物� 土地� 装置のりようによる損害請求の規定�
+320年 車輛排気法 車輛排気物の規制

+320年 環境�エネルギ�省設立
+321年 自然資源管理法

�+33,年改正�
土地�水�物的環境のエコロジカル的� 社会的� 経済
的観点からの長期的管理の推進

+321年 計画および建築法

+322年 古代遺跡法

+322年 ナチョラル�ステップ設立
+322年 エネルギ�政策に関するガイドライン発表
+323年 石油の硫黄に関する課徴金導入

+323年 パルプ産業の塩素処理物質の排出に関する課

徴金導入

+33*年 大規模固定設備における NO�への課税を決

定� 実施は +33,年 � NO� +k当り .*skr �ス
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機関は� 1987年に設立された環境省と� 環境保
護庁 �SNV��環境保護国家許認可庁�国家化学検
査庁という三つの行政庁である�

� 北欧の自然環境と経済状況

�1� スウェ�デンの自然環境
スウェ�デンは人口 880万人� 人口密度は 1

平方キロメ�トル当り約 20人� デンマ�クは人
口 521万人�人口密度 121人�ノルウエ�は人口
433万人である� スウェ�デンの人口密度 �1平
方キロメ�トル当り� は日本の 331人に比べる

と� 非常に低い�
スウェ�デンは森と湖の国と言われるが� たし
かに湖と森の多い国であり� 全国に 8万 3000の

湖があり� 国土の 9�は湖である� 陸地の 68�は
山林である� その他� 湿地が 11�� 農場が 8��
建造物が 3�を占める�

スウェ�デン人は自然を愛する国民であり� 冬
が厳しいだけに� 気候の良い時期にフルに自然を
享受しようとする� 特に夏は� 自然の中に住み自
然に触れる生活を好む� スウェ�デン人が自然環
境の汚染に他の国民以上に敏感で� 自然の保全に
熱心なのも理解できる�
スウェ�デンとノルウェ�は水資源に恵まれた
国である� 特にノルウェ�は水力発電で電力のほ
とんど全てを賄うほど水資源に恵まれている� ス
ウェ�デンは数年前までは水力発電の比重が
42�で� 原子力発電に約 50�依存していたが�
2010年までに原子力発電への依存をやめようと

していることはよく知られているとおりである�
原子力発電依存がゼロのデンマ�クとは脱原子力
発電という点では共通している� スウェ�デンは
化石燃料による発電量の比重が低く� OECD平均

で化石燃料依存率 60�にたいしてスウェ�デン

ウェ�デン�クロ�ナ� +.円前後�� その結果
もあり� +33*�+33/年に� 当該設備で生産さ
れたエネルギ� +メガジュ�ル当り NO�が

0*�減少した�

+33*年 エネルギ�生産における窒素酸化物への環境
課徴金に関する法律

大規模発電所からの窒素酸化物へ課徴金を課すること

を制定�
+33,年 製造物責任法 製造者と輸入業者の責任を規定�
+33,年 リオデジャネイロで第 ,回国連人間環境会議

が開かれる�
+33-年 廃棄物収集�処理法の改正
+33.年 タイヤの製造元責任に関する布告

+33.年 廃棄紙の製造元責任に関する布告

+33.年 フロンの使用と再使用禁止�

エコサイクル原則の作成

+33/年 自治体にフロン回収を義務づける�
+33/年 +月スウェ�デンは EUの加盟国となる�
+330年 	地球規模で考え地域で行動を
 を実践するた

めに 	アジェンダ ,+
 を計画して実行に移す�
+331年 スウェ�デン電力法制定� 電力の市場化決定�
+332年 政府は� +332年�,***の間に� 持続可能な環

境プロジェクトを持つ自治体 �コミュ�ン�
-*を選び� 補助金を出すことを決定�

+333年

,***年 /月スウェ�デンのMalmöで第一回グロ�バ
ル閣僚会議を開催してMalmö宣言を採択�

�資料出所� 主として OECD� Environmental Performance Reviews ; Sweden, OECD, +330, p. ,..他により作成�
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は 6�で� 原子力と水力発電による発電に依存し
ていたが� 大型水力発電所の新設も自然保全のた
め開発が望めないし� しかも脱化石燃料化を進め
ようとしているから� 原子力発電を 2010年まで

に廃止するということがどうして可能なのか疑問

に思うのは当然である�

�2� スウェ�デンとデンマ�クの経済の現況
スウェ�デンは福祉と環境に力を入れており�

そのことに経済資源を使うから� 経済面では成績
が悪いと言われがちであるが� 1993年に不況対

策に失敗して 1993年以降経済停滞に悩まされて

いる日本とは対照的に不況対策に成功してからの

経済成果は日本以上である� スウェ�デンの経済
は 1980年代後半の経済バブル崩壊後� 1990年

以降� 一時はマイナスの経済成長� 失業の急増�
財政赤字の膨張などのため危機的とも言える深刻

な状態になった� スウェ�デンは図表 5が示すよ

うに� 経済成長率が 1991年� 1992年� 1993年

と 3年続きのマイナス成長になったが� 1993年

に当時の GDPの 4.66�に相当する公的資金を金
融機関救済に投入して危機を乗り切りその後は�
2001年の世界的景気後退時まで順調な経済成長

を続けており� 2000年までの最近の実質経済成

長率は 3�前後である �図表 5参照��
国際経常収支も一般政府の財政収支も黒字に

なっている� 1993年の経済危機脱出後に関して

は� 経済パ�フォ�マンスは日本より良い状態が
続いている� 株式市場も活況で� 平均株価は
1990年を 100とすると� 日本が 30以下に低迷

しているのに対してスウェ�デンとアメリカは
2000年に 400前後という高水準を記録した�

1990年代に入ってからスウェ�デンもデン
マ�クも環境�エネルギ�保全政策に益�積極的
になっているが� そのことによってとくに経済成
長が損なわれたとの事実は見られない� ただ
2001年にはいって� アメリカをはじめとする世
界的同時景気後退のもとで� 北欧経済も景気後退
の様相を帯びている�

� 北欧の環境政策の理念と原則

スウェ�デン政府はエコサイクル的な環境政策
のキイ�コンセプトあるいは原則を世界に先がけ
て掲げている �OECD, Environmental Perform-

ance Reviews: Sweden, p. 30ほか�� OECDも廃

棄物政策の方針として同様なことを述べているが

図表 5 スウェ�デンとデンマ�クの実質経済成長率
�単位 	 ��
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�OECD, Environmental Performance in OECD

coutries, 1996�� スウェ�デン政府の方針は�
OECDの方針を一歩超えている� スウェ�デンで
は 1979年の廃棄物収集�処理法を改正して� 生
産者責任を強化した� この改正法はエコサイクル
法とも呼ばれている� このエコサイクル法に基づ
き� 政府は規制を通じて� 生産者に対して生産物
あるいは生産過程から生ずる廃棄物のリユ�ズ�
リサイクルおよび処理を行なわせるとともに� ラ
べリングと情報を与えることを義務づけることが

できるようにした� 1993年の改正法では� その
ような義務づけを行なう候補品目として� 紙� 包
装容器� 電子および電気製品� 車� 車のタイヤ�
建築廃材� バッテリ�� 家具� 衣類を挙げて� 順
次� 実行に移している�

�1� 飲料容器� タイヤ� 建築廃材などのリサ
イクル

包装容器には�紙�板紙�プラスチック�スチ�
ル� アルミニュ�ム� ガラス容器がある� ただし
1993年の布告 �ordinance� には PETボトルリ

サイクルとアルミニュ�ム缶は除かれていた� こ
の二つの品目に関しては� 関係業界によってリチ
ユ�ルパックというリサイクル会社によってリ
ユ�ズとリサイクルが積極的に行なわれている�
紙の場合もオフィスからでる紙類は実施指令から

除外されていたが� オフィスの紙に関してもリ
ユ�ズ�リサイクルのための会社が設立されて�
廃棄された紙類の処理を漸次� 自治体から引き継
いで� 回収� リユ�ズ�リサイクルを行なうこと
が期待されている �OECD, 1996参照��
古タイヤに関しては最終埋め立て率を 40�か

ら� 1998年には 20�に減少させる目標を示した
布告が出され� 業者は古タイヤを受け取り� でき
る限り� リサイクルあるいはリユ�ズし� あるい
はエネルギ�に用いることを期待されている� ス
ウェ�デン環境庁は� 少なくともタイヤの 25�
は再生タイヤが占めるようになることを期待して

いる� 古タイヤの望ましい再生法としては再生タ

イヤ �retreading� が最も効率的であると考えら
れている� その他� 衝突の衝撃を緩衝させるため
の土手づくりなどに再生利用される� 古タイヤの
埋め立てはなくする方針であるが� 再利用できな
い部分に関しては焼却してエネルギ�として再利
用 �energy recovery via incineration�するのも
当面の次善の解決法であろうと言うことである�
建設廃材は日本では産業廃棄物の中で最も埋め立

て量の多い廃棄物であり� 全最終廃棄物処分量の
44�を占め� 今後も著しくに増加することが予想
されている �田中啓一編� 2001年� p� 248��� し
かも日本では不法投棄廃棄物の 90�近くが建築
関係の廃棄物であると推定されている �田中啓一
編� 2001年� 環境省編 �環境白書	 2001年 p�
61��� デンマ�クでは建設廃材の埋め立てに高い
税金を掛けたが� その結果もあって埋め立てられ
る建設廃材の比率は数年間で 82�から 12�に低
下したといわれている�
スウェ�デンではリサイクル率の目標設定によ
り� ビ�ルとソフト飲料のびんは 1997年には

95� �1994年にすでに 97�実現�� ワインとア
ルコ�ル飲料びんは 1994年の 84�から 90�
へ� その他のガラスは 56�から 70�へ� アルミ
缶は 90�へ� PETボトルも 90�へとリサイクル
率 �リユ�ズおよび原料としてのリサイクルの
率� を高めることが目標とされている �図表 6参

照��
この図表はリユ�ズ� リサイクルへのスウェ�デ
ンの積極的姿勢を示すものといえるだろう� とく
に PETボトルのリサイクル実現率 80�� 目標
90�は� 日本の現状の 10�台と比べて驚異的に
高い率である� 日本は古紙の収集とリサイクル率
では高さを誇っていたが� このところ� 北欧� ド
イツ� オランダ� オ�ストリアの改善が目立つ�
スウェ�デンの環境庁は� 消費者ごみの埋め立
て量を 2000年までに半減させ� 2005年までに

70�削減させることと� 有機物は 2005年以降は

埋め立てないという目標を発表した �Na-

turvårdsverket, 1996, p. 6�� エコサイクルとは
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リサイクルとエコロジ�の合成語であり� エコロ
ジカル�リサイクルという意味であろうが� リサ
イクルを更に進めたコンセプトであり� ドイツで
言う循環型社会に近い考えである� その内容とし
ては次の四点が重要である �Ecocycle, 1992� 丸
尾� 西ヶ谷� 落合� 第 2版 1998年��

�2� リデュ�ス� リユ�ズ� リサイクル �3R�
を促すこと

エコサイクルは� 先ず廃棄物の発生を抑制する
ような�リデュ�ス �発生抑制� を最優先し� �
次いでリユ�ズ �再利用� を� �にマテアリア
ル�リサイクルを� �その次が分別後の残された
ごみを焼却して熱エネルギ�として利用するサ�
マル�リサイクルであり� �が埋め立てである�
勿論� 放置はもっと悪いが� 環境と資源保全の観
点からも処理コスト節減の点からもごみ処理の優

先順位としては���であるといわれる� サ�マ
ル�リサイクルは埋め立てよりはベタ�であると
みなされているが� 十分分別しないでのサ�マ
ル�リサイクルは分別後の埋め立てより悪い場合
もある�

�3� エコロジカルな循環とバランスを重視

し� デグラデ�ションを抑制し� ジェネ
レ�ションを促すこと

エコロジ�とリサイクルは生態的な循環とも訳

すことができる� 生態学的な循環で重視されるの
はデグラデ�ションとジェネレ�ションである�
デグラデ�ションとは無機物化� 画一化の進行で
あり� エントロピ�化である� ジェネレ�ション
とは有機化であり� 植物生物が形成される過程で
ある� 後に紹介するスウェ�デンの環境保全の
NGO �ナチョラル�ステップ	 が環境保全おため
の四つの条件として重視しているのは� このエコ
ロジカルなシステムの条件である�

�4� 3Rがノ�マルとなるようなクロ�ズ�
システムの社会を目指すこと

3R の優先順序が尊重され� エコロジカル �生
態的� バランスと循環を尊重して行動すること
が� 例外でなくノ�マルなものとなるような社会
が循環型社会といえるだろう�
更に少なくとも目標としては廃棄物を排出する

事業所や家庭が� 最終廃棄物となるものをゼロに
するようなクロ�ズド�システムを目指すのが循
環型のリサイクル社会である�

� エコサイクルのための政府の政策

スウェ�デンでは� エコサイクルを行なうこと
がエコサイクル法で明記され� その方向に沿う政
策手段が次
に実践に移されている�

�1� デポジット制度の導入

図表 6 スウェ�デンの廃棄物リサイクル率
�単位 � ��

品目 +33.年 +331年 �目標�

ビ�ルとソフトドリンク 31 3/

スウェ�デンで詰められたワインと酒類 2. 3*

その他のガラス �デポジット制度対象外� /0 1*

アルミかん 3+ 3*

その他のアルミ / /*

PETボトル 2/ 3* �実績 2*��
プラスチック �PETボトル以外� /�1./ -*

ワインとスピリッツ 2. 3*

タイヤ 1/

*リサイクル率はリュ�ズを含む�
資料 スウェ�デン環境庁� Facts about Swedish Policy: Waste, +330.
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広義の社会のシステムが� 政治の計画システ
ム� 経済の市場システム� インフォ�マル�シス
テムに分類できるように� 同様の分類にほぼ対応
して� 政策手段も経済手法�政治手法�社会的手
法に分類できる� まず北欧の環境政策に導入して
いる特徴的な政策として経済的手法についてみて

みよう�
経済的手法としては� 市場化政策と� 市場メカ
ニズムを利用して企業を税と補助金で環境保全�
資源保全へと誘導する政策が主に使われる� 廃棄
物処理政策の場合� スウェ�デンもデンマ�クも
環境税と補助金との組み合わせ� デポジット制度
を積極的に活用している点が特徴的である�
この分野で先駆的だったのは飲料容器に対する

デポジット制度の導入である� スウェ�デンの飲
料容器メ�カ�と飲料メ�カ�と飲料の小売業は
共同出資 �容器メ�カ�と飲料製造業者が 49�
づつ� 小売業者が 2�出資� して非営利のリサイ
クル会社 Returpackを設立して� デポジット方
式でアルミ缶入り飲料にデポジット方式を導入

し� 1996年からは PETボトルにもデポジット方

式を導入した�
車のタイヤに関しては� Däckåtervinningと

いう会社が設立されて� 政府布告が目標として設
定した 80�のリサイクル �1998年までに� を実
現すべく� りサイクリングに取り組んだが� この
目標はすでに実質上� 達成されたということであ
る �Naturvårdsverket, Fact Sheet, 1996�� プラ
スチック� 金属� 板紙の容器の業者も別会社を
作って� 料金をとって収集�リサイクル�処理を
行なっている� この種のリサイクル会社は� 非営
利会社であり� 収集�リサイクル�処理のための
料金をとってその収入で� 費用を賄うので独立採
算経営である� フランスのエコアンバラ�ジュや
ドイツの DSDも関連業界によるリユ�ズ�リサ
イクルのシステムである� このような動きを見て
いると� スウェ�デンではリサイクル品の収集と
リサイクルを政府自身が行ったり� 政府が税金と
補助金で誘導するよりも� 関連責任産業が共同で

エコサイクル会社をつくって� 自らエコサイクル
を行なう方式が支配的になっていくように思え

る� おそらく事情をよく知っている関連業界が自
ら行うほうが� より効率的に廃棄物をリデュ�ス
させ� リユ�ズさせ� リサイクルさせることがで
きるであろう� 廃棄物を自分の責任と費用で処理
することが義務づけられる場合には� 廃棄物を川
上で防除するほうが本当に効率的であれば� 企業
はそうするであろう� つまり規制という政治的手
法よりも� 経済手法を活かして市場原理と利潤原
理で自ずとリサイクルが行われるようにすること

が好ましい�

�2� ゴミ引き取りの有料化
生産課徴金は生産段階での廃棄物への課税であ

るが� 消費者段階でのゴミへの課税はごみ処理
サ�ビスの有料化である� ごみ引き取りの有料化
には� 個�の家庭からごみ量に応じて料金を課す
る個別有料制と� 地域のごみ収集区ごとにごみ処
理コストに応じて料金を取る集団的有料制があ

る� オランダのアムステルダムとデンマ�クのコ
ペンハ�ゲンでは集団的有料制を導入していお
り� コペンハ�ゲンでは各家庭ごとの個別有料制
と地区ごとの集団的有料制を併用している地区も

ある�
廃棄物への税金として� リサイクルする場合は
無税�エネルギ�転換用焼却はトン当たり 160ク

ロ�ナ �1クロ�ナは約 18円�� その他の焼却は
210クロ�ナ�埋め立ては 285クロ�ナと環境と
資源への悪影響に応じて高くする差別的税金体系

をデンマ�クでは導入しようとしているが� これ
も市場的誘導型の環境政策である� ごみ処理サ�
ビスの有料化はデンマ�クでも� スウェ�デンで
も広く見られる� スウェ�デンでは廃棄物収集�
処理法により自治体に� ごみ処理に関する規制と
差別的料金の導入の権限を与えている�
デンマ�クのコペンハ�ゲンでは� リサイクル
の可能性によって差をつける差別的処理費用の有

料制に加えて� 家庭の一般ごみでもごみ量に応ず
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る段階的有料制を導入しており� 家庭に紙袋かコ
ンテナを配り� 図表 7が示すように� その容器が
大きいほど料金が高くなるというシステムになっ

ている� ごみ処理料金は日本でもゼロ �無料� か
ら段階的に高くなる方式まで様�であるが� デン
マ�クでも自治体により異なるごみ量に応じた料
金制になっている� 一例としてある基礎自治体の
場合の家庭ごみの場合を見ると� 容器のごみ量が
120gで最低料金の場合は�年間 775クロ�ナ �1
クロ�ナは 18�22円� であったが� 800グラム

の場合には 3885クロ�ナで 5倍以上であった�
デポジット制度は国民生活の一部のノ�マル化し
た行動となっており� スウェ�デンのス�パ�
マ�ケットでは� 人�が買い物篭や買い物袋に�
空ビンやペットボトルを積んで買い物に来て� 店
にある回収機に空きビンやペットボトルを分別し

て投げ入れて� デポジット金総計を記した受け取
りを持って� 今度はその受取証を使って買い物を
して� 空になった買い物篭に買ったものを積んで
行く風景が見られる� 日本でも生協に回収機があ
り� デポジット金が戻ってくるところも出てきた
が� デポジット金は非常に小額である�
デンマ�クのコペンハ�ゲンの� 地区毎のリサ

イクル�センタ�も特徴的である� リサイクル�
センタ�には大きなコンテナ�が沢山置いてあっ
て� 住民はごみをそこに持って行って分別して処
理すれば� 無料で処理できる� しかし� 自宅に配
られるコンテナ�にごみを入れて処理してもらえ
ば� ごみ量に応じて料金を徴収される� また地区
毎にごみの収集量が総計されて� その量に応じて
ごみ処理税が課せられる� このような形で� 分別
処理への協力を促すインセンティブ�システムに
なっている�
コペンハ�ゲンのリサイクル�センタ� �リサ
イクリング�ステ�ション� では 25の大型コン

テナ�が置いてあり� 次のように 16種類に細か

く分別処理されるようになっていた �図表 8参

照�� このリサイクル�センタ�は五つの自治体
が共同で運営しており� 費用は人口割りで分担し
ている� 住民は車やトレ�ラ�付の車でごみを運
んできて� それぞれのコンテナ�に分別して入れ
ていた� どのコンテナ�に入れて良いかわからな
い場合には� そこにいる職員と相談して処理する
ことができるようになっていた�
このようにコペンハ�ゲンでは� 一方におい

て� ごみ処理サ�ビスに差別料金制 �エコサイク

図表 7 コペンハ�ゲンのごみ処理サ�ビスの段階的有料制料金
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ルの観点から好ましくないほど料金が高い�� ご
み量に応ずる段階的ごみ処理料金制をとり� 地区
別の環境税にもごみの処理コストを反映させてい

る� 他方� ごみをリサイクル�センタ�に持って
行って� 指示どおりに分別して処理すれば� 無料
となるという経済的にきわめて合理的システムを

導入している� 先にも述べたようにデンマ�クは
建築廃材の再利用にも積極的であり� 再利用率は
過去 8年間で 12�から 82�に上昇した� 他の先
進諸国のこれに見合う数字が 4�程度であること
を考慮すると� この再生利用率は高いといえるだ
ろう �レスタ��ブラウン� 1999年�� 北欧諸国
は建築物の耐用年数を長くすることにも積極的で

あり� スウェ�デンの場合� 建築物の想定耐用年

数は 100年であり� プレハブ住宅でも 75年とさ

れている� 日本の場合 �1990年代半ばでの推

計�� 建築廃材は最終埋め立て廃棄物の最大の量
�最終埋め立て量の 44�� である上に� 不法投棄
も多く �全産業の不法投棄量の 87�� 同�� しか
も増加傾向にある� 住宅の平均耐用年数も 35年

ほどであり� 北欧の場合に比べて著しく低い� 廃
棄物削減と省資源を重視するのであれば� 建築物
の耐用年数の長期化と建築廃材の再利用にはもっ

と積極的であるべきである�
以上は政府が政策的に課税する場合であるが�

スウェ�デンのアルミ缶と PET ボトルの場合の

ように� 関係業界が� 自主的に非営利組織のリサ
イクリング会社 �returpack�を作り�必要な費用

図表 8 コペンハ�ゲンのリサイクリング�ステ�ションの分別の種類

A 新聞�雑誌類 用途 �再生紙として利用�
対象外 �電話帳� 広告カタログ� カ�ボン紙�

B 大型可燃物� +m以上のもの 木製家具� 板など� 用途 �発電と地域暖房に利用� 対象外 �マットレス�
b 小型可燃物� +m以下のもの 木� 板� 小家具� 電話帳� プラスチックなど� 用途 �発電と地域暖房に利用�

対象外 � PVCプラスチックなど�
C リサイクリル可能なプラスチック

c プラスチック� PVC資材 庭園家具� パイプ� 床�壁材� 建築資材等� 新プラスチック品として再生�
E アスベスト� 屋根資材� 壁紙�

+**kg以内�
ステ�ションの職員と相談の上� 受け入れ�

F 空びんとガラス リユ�ズまたは新しいガラス製品の原料として使用�
対象外 �電球� 窓ガラス� 鏡など�

H 庭ごみ 落葉� 植物� 木の枝� 草等� 用途 �コンポスト化して公園などに肥料とし
て使用�

J 大型鉄と金属 洗濯機� 自動皿洗い機� スト�ブ� 芝刈り機� 自転車� 車のエンジン等�
用途 �溶解して金属材料として再生�

j 小型鉄と金属 鉄鉢� 鉄板� 道具� 小型電気器具等� 用途 �溶解して金属材料として再生�
K オフィスの紙 対象外 � リングのバインダ�� プラスチック�カバ�� 電話帳� 本� カ

バ�付商業カタログ� カ�ボン紙�

M マットレス
その他の廃棄物

マットレス� カ�ペット� 合成樹脂加工圧板� 屋根用フェルト� ステ�
ションの職員と相談のうえ受け入れ�

O 油と化学廃棄物 残り油� 塗料� 化学品� 最大 +*リットル� バッテリ�� 充電器� ステ�
ションの職員と相談の上� 受け入れ�
対象外 �余った薬� 漏れやすい包装の油と化学品�

P 厚紙 厚紙 厚紙の箱は平らにして出すこと� 利用 �新しい厚紙として再生� 対
象外 �ポリスチレンなどの材料によるもの�

S 石と破片など タイル� セメント� コンクリ�ト� 土� 用途 �資材として再利用� 対象外
�アスベストを含む資材� プラスチック�パイプとその他のプラスチック
資材� 木� アスファルト� 屋根用のフェルト�

T 衣類と� 洗濯して乾かして� �はペアで� 用途 �チャリティ団体に送る�
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をゴミの元となる製品を生産する業者から徴収す

るやり方でごみ処理のコストを負担させる方法も

ある� スウェ�デンでもデンマ�クでもデポジッ
ト額はかなり高く� 製品価格の 15�20�程度な
ので� 使用後の容器を消費者が返還するインセン
ティブはかなり強く働く� スウェ�ではビ�ル瓶
の場合平均 30回くらいリユ�ズされるといわれ
る� 先に紹介したように� スウェ�デンでは飲料
容器に関しては �リチュ�ルパック� が飲料容器
のリサイクルをデポジット方式で行っている� ノ
ルウェ�ではビ�ルびん� ミネラルウオ�タ��
清涼飲料� ワイン� 蒸留酒のびんについてデポ
ジット制度があり� 関連業者によるという会社
�Resirik	 が運営している� デポジット制度に参
加すれば� 環境税は免除されるが� 参加しない場
合には環境税が課される� その場合の税率は例え
ばビ�ルと炭酸飲料の場合� 一本当り 3.5ノル

ウェ�
クロ�ナである� リユ�ズ� リサイクル
可能の高い製品の場合には� 環境税を課すか� 関
連業者に自己費用負担で自ら回収させるかを選択

させ� 関連業者による自主的リユ�ズ� リサイク
ル会社をつくる方向に誘導する方法があるが� 多
くの場合� 関連業者による方法のほうが� 効率的
であるし官僚介入も少なくて済むので� よりよい
選択肢と言えるだろう�

� スウェ�デンの環境政策における NGO�
NPOの活躍

スウェ�デンという国は� 福祉政策の分野で
は� 赤十字と協同組合の運動を別とすれば� ボラ
ンティア活動が話題にならない国だった� 環境分
野でもイギリスのナショナル
トラストやシビッ
ク
トラストのようなボランティア団体はあまり
知られていなかった�
しかし� ボランテイア団体のナチョラル
ス

テップが設立され� 活発な環境をはじめたころか
らボランティアあるいは NGOの活動が活発にな

り� �NGOの先進国スウェ�デン� �馬場憲男�
1994年	 という本も発行されるている� もっと

もこの本でいう NPOは最近言われる NPOでな

く� 政府組織でなく� 営利組織でもない組織のこ
とだから� スウェ�デンには古くから馴染みの組
織である� 労働組合は雇用労働力の 80�以上が
組織されているし� 3人に 1人は協同組合組織に

入っているし� 成人教育団体� スポ�ツ団体に
入っている人も多いから� 大抵の人が� スウェ�
デンではこの意味での NGOに入っている� ス
ウェ�デンには 1930年代から協同組合活動が盛

んだったが� 協同組合は NGOだから� その意味
では NGOの先進国であるが� ナチョラル
ス
テップを中心とする NGOは新しいタイプの

NGOとして注目される�

�1� ナチョラル�ステップの活躍ぶり
ナチョラル
ステップは 1988年スウェ�デン

の医師カ�ル
ヘンリック
ロベ�ルのイニシャ
チブで発足した NGOである�
それはボランティアの運動であるが� �先ず国
内の著名な科学者を組織し� �次いで芸能界の有
名人� 経済界の有力者� 労働組合の中央団体� 協
同組合� テレビ局等の参加協力を得て組織を発足
させ� 更に国王にも直接ヘンリック
ロベ�ルが
会って支援を得るなど� 先ず各界のトップの協力
と支援を得るやり方で華�しく出発したところが
通常の草の根ボランティア活動とは異なる �勿
論� その準備にはカ�ル
ヘンリック
ロベ�ル
をはじめとする人�の周到な準備があった	� こ
うして各界の代表の賛同を得た上で� �主要企業
の代表者を集めて� 資金拠出の合意を得て財団を
設立して� 財政基盤を固めた� さらに財源の一部
を得るために� 宝くじを発行の許可を得ている�
�その上で� 環境保全の意義を理解を深めるため
にスウェ�デンの全世帯に各 430万部の小冊子

とカセット
テ�プを配布し� テレビで開会祝賀
会を放映するという華�しい活動を� 財政基盤を
えて開始したところはスウェ�デンらしく合理的
で計画的である� �更に環境問題を科学的に調査
研究するための環境研究所も設立した�
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このようにトップに先ず呼びかけて賛同を得る

ことができたことは� そして経済界の財政的支援
を得ることができたことは� その上� マスコミ�
政府� 国王までが協力的なのはスウェ�デン人が
トップの人材まで環境に対する強い関心と危機感

を持っていたからであろう� 馬場憲男氏が指摘し
ているように �馬場� 1994年� スウェ�デンでは
政府と民間の区別が日本のように� 画然としてお
らず� NGOの代表が政治に参加して決定権にま

で参加している� 国連の環境会議でも政府代表だ
けでなく� NGOの代表を参加させるように主張

し� そうしているのである�
ナチョラル�ステップの活動は情報活動� 有力
諸団体への文書送付� 環境教育活動� スウェ�デ
ン環境大辞典の作成販売� ナチョラル�ステップ
環境巡回展示会の開催� 環境調査活動� 特定の環
境有害製品の廃止の訴え� バッテリ��電池回収
の大キャンペ�ン� 全国コンポスト普及キャン
ペ�ン� 青少年環境国会の開催� グスタフ国王環
境コンテストの実施� 環境フェステバルの開催�
環境のために行動するア�チストの音楽イベント
開催� 等多岐にわたっている
ナチョラル�ステップは産業界の代表の参加を
得て企業での環境保全を促すことにも力を入れて

いるが� カ�ル�ヘンリック�ロベ�ルはその著
�ナチョラル�ステップ	 の中で� 企業の政策の
チェック�リストと環境に優しいかどうかのキ�
ポイントを図表 9のように示している �カ�ル�
ヘンリック�ロベ�ル� 1996年��

� 環境政策への企業と自治体の取り組み

�1� 企業の取り組み� IKEAとマクドナルドの

例

このような NPOや住民の高い環境意識と環境

保全運動に促されて� スウェ�デンでは積極的に
環境保全活動を行なっている企業も多い� 中でも
家具の IKEA� スウェ�デン�マクドナルド社�
などは� 資源保全�環境保全の先駆的取り組みを
行なっており� ナチョラル�ステップから表彰さ
れている� ナチョラル�ステップの紹介による次
のように色
な面で環境に優しい工夫をしている
�カ�ル�ヘンリック�ロベ�ル� 高見幸子訳�
1998年�� IKEAはスウェ�デン一の家具メ�
カ�であり� 同時に世界一の家具デザイン会社で
あり� 世界 29カ国 140のチェ�ンストアがあ
り� 従業員は 3万 6400人である� IKEAが直面

した最初の大きな環境問題は家具の合板から放出

されるホルムアルデヒト �鋭いにおいの無色のガ
ス� であった� このガスの排出を規制するために
世界一厳しい放出量規制値を決め� ホルムアルデ
ヒトを全ての家具から排除したほか� 環境に好ま
しくない物質を家具から排除するようにしてい

る� 自然の多様性を守るために木材は� 熱帯雨林
からの木材は使わず� 植林している木材会社の木
材のみを使用している� IKEAの本社には太陽光

電池を使用し� 本社の消費電力の 15�を賄って
いる� また家具のデポジット制度を取り入れてお
り�例えばソファのデポジット料金は 100ドルと

かなりな高額である�

図表 9 環境対策 �エコロジ� /ビジネス�チェックリスト

エコロジ�面
1 その対策により限りある地下資源の使用量を節減できるか�
2 その対策により自然界にとって未知の長寿命物質の使用量が削減できるか�
3 自然の多様性と循環の持つキャパシティの保持あるいは増大が期待できるか�
4 エネルギ�や他の消費量は減少するか�
ビジネス面

1 その対策は即効的かあるいはコスト削減となるものか�
2 その対策は短期的に見て利益をもたらすものか�
3 その対策は長期的に見て利益をもたらすものか�
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スウェ�デン�マクドナッルド社もナチョラ
ル�ステップの教育を受けてから環境に優しい
種�の工夫をして注目されている� たとえば
�コ�ヒ�とアイスクリ�ム用のスプ�ンはプ
ラスチックでなく木製である�
�アイスクリ�ムの容器もプラスチックから
ワッフルに変わった�
�フォ�クとナイフはトウモロコシのでんぷん
が原料になっている�
�飲み物の蓋とストロ�はテ�クアウトの客の
みに渡す� ナプキンもテ�ブルの上に置く紙
も 100�の再生紙を使っている�
�レストランで使う電力は環境に優しい電力を
購入する�
�全国のレストランで使う洗浄剤の 44�は環
境ラベルのついた製品に置き換えた�
�食べた後のごみは顧客が紙コップなどと残り
の生ごみ� フォ�クなどを分別してごみ箱に
入れる�
�CDを使って全従業員に環境教育した�
他にもいろいろ細かい配慮をしている� それに
はコストがかかるし� 分別などでは顧客の協力が
必要であるが� マクドナルドは� 省エネルギ��
省資源化などでコスト削減を図り� 顧客とのコ
ミュニケ�ションによって対処していると言う�

�2� 自治体の環境問題への取り組み
スウェ�デンの自治体にも環境保全のための先
駆的に積極的政策を行なっている自治体が多い�

1992年� リオデジャネイロでの地球サミット
で採択された �アジェンダ 21�への自治体の取り
組みはおそらく世界一であろう� 日本の 	環境白
書
 によれば� 日本では �アジェンダ 21� 策定状
況の調査では� 2000年 5月 31日現在で� 12の

政令指定都市と 45の都道府県が策定していると

のことであるが�市区町村では 113が策定済みと

回答しているに過ぎない �環境省編� 2001年� p�
339�� スウェ�デンでは 1996年の時点で 100�
の自治体が �アジェンダ 21� 対策に取組んでお

り� �世界のどの国よりもアジェンダ 21活動が進

んでいる� という �カ�ル
ヘンリック�ロベ�
ル� 高見幸子訳� 1998年�� 中でも先駆的例とし
てナチョラル�ステップが挙げているのは� 地方
自治体の国王コンペで受賞したトロルヘッタン市

である� トロルヘッタン市は人口 5万人の工業都

市でかつては公害問題を抱えた都市であったが�
ロ�カル�アジェンダ 21に積極的に取組み� 環
境先駆的なエココミュ�ンとして知られるように
なった� ナチョラル�ステップの紹介によると
�カ�ル
ヘンリック�ロベ�ル� 高見幸子訳�
1998年� それは次のようなものである� 同市は
政府補助金もえて� 次のような事業に取組んでい
る�
�コミュ�ンのバイオガス設備を充実させ� 既
にバイオガスで走っている公用車数を更に増

やし� 30�50台の公用車をバイオマスガス

で走らす� バイオガスは市の下水道処理の腐
敗タンク設備を用い� 汚泥 75�と食品会社
のごみ 25�で生産する�
�市民がもっと自転車を使うようにキャンペ�
ンをする� 市役所には 80台の自転車があり�
職員が仕事に使っている�
�富栄養価対策の一つとして� 雨水が下水道に
流れないようにして� 土地に�透させる� 新
しい湿地を作って有害物質� リン� 窒素を取
り除く� この方法は下水処理装置を増設して
窒素� リンを取り除く方法よりもやすくす
み� 湿地に野鳥や野生動物が増え� 同食物の
多様化に役立つ�
�化石燃料からバイオマス燃料への切り替えを
進め� 地域暖房をしている市のアパ�トの
75�がバイオマス燃料である� 地殻にあった
化石燃料が燃焼すると二酸化炭素が増える

が� バイオマス燃料によって発生する二酸化
炭素は� 育っていく樹木が同じ量を吸収する
から総体としては増えない� 市営の電力会社
は電力をノルウエ�から輸入しているが� そ
れはすべて水力発電電気 �ノルウエ�の発電
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は 99�が水力発電である�なので�電力の化
石燃料依存度が低い�
�新しい環境ビジネスとして全国に一つしかな
い自転車リサイクル会社が事業をはじめてい

る�
�1990年から 1995年までにごみ量を 25�減
らしたが� 2000年までに半分にすることを

目標にリサイクル化を進めている�

� 環境保全と財政�経済成長

環境政策に金をかけると� 経済成長や国際競争
力が疎外されるということがよく言われる� そし
て日本の場合� そのことが環境政策が消極的に
なっている理由である� この指摘はかなりの点で
事実である� 福祉や環境に積極的な国だけが福祉
政策と環境政策に多くの資金と労働力を配分すれ

ば� そうでない国に比べて国際経済競争力が弱ま
ることは事実である �丸尾 �脱 GNP時代�ダイヤ
モンド社� 1971年��
しかし� 次のようなことを忘れてはならない�
�1� そうであるとしてもむしろ福祉や環境の改善
を軽視している国を批判すべきであり� 福祉
や環境の改善に積極的な国のほうを主に批判

するのは的はずれである�
�2� 環境の場合には影響が他国や地球全体の及ぶ
から� 環境保全政策を軽視する国は特に批判
さるべきだということになる� 経済力と生活
に余力があり� これまでの地球環境の破壊に
責任の大きい国ほど環境負債が大きいことを

認識して環境保全に力を入れる責任があると

いうことになる�
�3� 環境保全を軽視することは自国自身を含む人
類の将来の持続的成長を脅かすものだから�
自国のためにも環境保全を重視すべきであ

る� 現在と近い将来の日本の場合� 年平均 1

	3�の実質経済成長は財政収支の安定に
とっても持続的社会保障のためにも必要であ

る� しかし� 少なくとも豊かな先進工業国で
は経済成長率をさらに 1�程度を高めるより

も環境を保全することのほうが大切な段階に

あることを認識すべきである�
�4� 環境税と廃棄物処理有料化政策による収入で
環境保全と国廃棄物のリサイクルを促した

り� R� レペット等の提案のように環境税の
収入を雇用関連の税の減税に回せば� 必ずし
も経済と財政を損なうとはいえない �R� レ
ペット他� 1994年� Tindale and Holtham,

1996�� 環境税収入をクリ
ン�エネルギ

の助成に用いているデンマ
クの環境政策の
方向は� この点でも参考になる�

�5� 有効需要の低迷下にある現在の日本では環境
政策も福祉政策もやり方次第では経済成長を

損なうどころか経済の安定成長に貢献する可

能性が十分ある� 道路をつくったり� 新幹線
を延長したり� 道路工事をしたりする公共投
資と� 福祉施設を作ったり� 風力発電のため
の風車や施設を作ったり� ごみの焼却炉をす
べて効果的な発電施設にするための公共投資

とでは有効需要と雇用拡大効果はあまり違い

ないことが裏付けられている� 政府は今回の
長期不況に対処するために数十兆円の公共投

資をしたが� こういう機会にこそ環境と福祉
の施設に公共投資をすることも考える必要が

ある�
�6� スウェ
デンもデンマ
クも 1990年代の不

況期に環境政策を積極的に行ってきたが� こ
のことが経済成長にそれほど悪影響を与えた

とは言えないことは先に述べた通りである�
�7� 環境事業も福祉事業も経済にとって重荷にす
ぎないとの認識を改めるべきである� 福祉事
業も環境事業も �プロダクティブ� な面を持
つ �加藤寛�丸尾直美編� ライフデザイン研
究所監修 1998年刊�� 成長産業である� それ
は人間の幸福と生活の質の改善に貢献するだ

けでなく経済成長にも寄与する活動でもあ

る� 廃棄物のリサイクル政策はマイナス財を
プラス �positive� 財に転換させる政策であ
るから� 純生産効果は大きいといえる�

北ヨ
ロッパの環境�資源政策 
北欧を中心に� 日本への教訓 �丸尾�
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�8� 境保全のための経済的手段と並んで� イン
フォ�マル部門の環境保全活動に政府も� 産
業界も積極的に支援すべきである� NGOも

スウェ�デンのナチョラル�ステップの活動
から参考になるべきものを学ぶ必要がある�
公共事業に支出する政府支出の一部を環境保

全や福祉活動をしている NPOの支援に向け

ることの効果を検討して� 福祉�環境保全に
有効で� 経済成長にも有益な事業を見出して
支援する政策をとるべきである�

� 環境�エネルギ�保全政策の新段階

環境保全とエネルギ�保全の両方にとって重要
な転換が 1990年代から 21世紀初頭にかけて生

じつつある� 1970年代の石油危機のときにもエ

ネルギ�利用と環境保全に関する考え方と政策に
大きな変化が生じたが� 1990年代特にその後半

以降に生じている変化は更に新しい変化といえ

る� 特に化石燃料から再生可能なエネルギ�ある
いは自然エネルギ�への移行が顕著に進行しつつ
ある� またエネルギ�の大規模集中型生産と地域
独占的配送管ないし移送線による配分方式にも変

化が生じ� 地域分散型のエネルギ�供給が増えて
きた�
環境保全への大きな変化も 1970年代前半に生

じたことがあるが� 1990年代の環境保全運動と

政策は新たな段階であり�地球的 �グロ�バルな�
規模での環境保全と� 地域 �ロ�カル� での自治
体での住民参加を伴う廃棄物のリサイクル運動が

活発になっている� 産業としても再生可能なエネ
ルギ�を生産する産業と廃棄物リサイクル産業が
発展しつつあるし� これから一層発達するだろ
う�
大気汚染問題ではエネルギ�資源保全政策と環
境保全政策がオ�バ�ラップしている� たとえば
CO2等の温室効果ガス削減による大気汚染対策は

クリ�ン�エネルギ�政策と重なり合う� またエ
ネルギ�政策も環境保全政策も広義の経済政策の
一環であり� 互いに重なり合う領域がある� エネ

ルギ�政策にはエネルギ�を安定的なかたちで供
給するという固有 �inherent�の政策目的があり�
環境保全政策にも環境の保全�改善という固有の
政策目的がある� 経済政策には効率性の改善とい
う固有の政策目的の他� 分配の公正と均衡維持に
よる安定という目的がある� 経済学の場合には�
主に所得とか資産という金銭的なことを対象にし

て� それを効率的に生み出し公正に分配すること
を主な研究テ�マとする�
環境問題やエネルギ�問題を経済学的に分析す
るという場合は� 環境政策やエネルギ�政策の固
有の目的を効率的に公正に� そして持続可能性を
考慮して実現することができるかどうかを検討

し� あわせてそうした観点から問題点を指摘し�
問題解決の道を示すということになる�
ヨ�ロッパの北の方の国であるスウェ�デン�

デンマ�ク�オランダ�ドイツなどはとくに近年�
エネルギ��環境政策に積極的なので� 本稿はそ
の政策と成果を紹介し� 日本の環境�エネルギ�
政策の参考にしようとするものである� 勿論� 電
力やエネルギ�関係の業者や研究者はそれらの
国�の政策をよく知っているとは思うが� 経済学
的観点からの紹介と検討も少少は役立つこともあ

ろう� 環境とエネルギ�保全の両方に関係深い問
題は無数にあるが� 一つはグロ�バルな問題でエ
ネルギ�保全と CO2等の地球温室化効果ガスの

排出問題である� これは京都議定書で目下� 国際
的問題になっていることに北のヨ�ロッパ諸国で
はどう対応しているかということである�

�1� 京都議定書 �Kyoto Protocol� の批准問
題

2000年の京都会議では� 大気汚染削減に関す
る議定書が策定され� 日本の場合� 2012年まで

に CO2等の温室効果ガス �二酸化炭素 CO2� メタ
ン� 亜酸化窒素等の六種類のガス� の排出総量
�CO2換算� を 1990年の水準よりも 6�低くする
ことが要請されている� 先進国全体で 5�� アメ
リカは 7�� ヨ�ロッパ連合 �EU� は 8�削減と
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決められた� アメリカのブッシュ大統領は大統領
選挙中に発電所から排出する温暖化効果ガスの規

制と排出権取り引きを提案して大気汚染に関する

環境問題に積極的のように見えたが� 大統領就任
後の 2001年 3月 13日にカリフォルニアで電力

不足から停電した実験をきっかけに� 電力価格へ
の影響を理由に� 温暖化効果ガス規制に関する提
案を撤回した� ブッシュ政権下の環境アドバイ
サ��ティ�ムも地球温暖化と温暖化効果ガスの
排出との因果関係は現段階では立証できないこ

と� 京都議定書のような規制的� 非生産的方法よ
りも� 経済成長を阻害せずに化石燃料を保全する
技術開発がありうる等の考えから� 京都議定書を
批准しない方針を決めた�
日本は妥協してでもアメリカを含む協議をする

ことを主張したが� 7月 23日にボンでアメリカ

抜きで地球温暖化防止会議が開かれ� 京都議定書
の運用ル�ルについて包括的合意を得るための協
議が行われ� 参加国で合意に達した� 運用ル�ル
の論議の焦点の一つは森林の CO2等の温室効果

ガスの吸収をどれくらいまで認めるかということ

であり� もう一つは排出権取引き制度を利用して
排出権の購入をどこまで認めるかという点であ

る� この二点について弾力的運用を認めて欲しい
というのが� 日本とアメリカの要求であったが�
その要求はかなり認められた �図表 10参照��
アメリカはすでに京都議定書を批准しないと意

思表明していて� この会議には参加しなかった�
日本の要求はなり認められたが� 開発途上国の原

子力発電所建設事業を� 温暖化対策として自国の
温暖化効果ガス削減対策に組み込める事業とみな

すことは認められなかった� また目標を達成でき
なかった国に対する罰則は緩和されず� 提案通り
に決まった� 2001年 11月には� モロッコのマラ
ケシュ会議で京都議定書の運用ル�ルが合意され
採択された� 2002年 9月に南アフリカ共和国で

開かれる地球サミットまでに� 各国の批准を経
て� 京都議定書の発行を目指すことになった�
このように日本の主張をかなり受け入れた運用

基準になったが�それでも日本の CO2等の温室効

果ガスの推定総量は 1999年に既に 1990年を下

回っているならともかく� 1990年の水準より

7�ほど既に高くなっているのであるから� しか
もこの間� 日本としては GDPの実質成長率が非

常に低かった時期であったにもかかわらず� CO2

等のガスが増えたのだから� これから経済成長率
を回復しつつ CO2等の温室効果ガスを削減する

ためにはよほどの努力が必要になる� 図表 11は

1986年以降の日本の CO2等の温室効果ガス総量

と実質 GDPの推移とを 1990年�1.00として指

数で表したものである� 2012年の数値のうち上

方の細い線は CO2等の温室効果ガスを 1990年

の水準より 6�低くする場合の水準である� その
うち 3� 9�を森林で吸収分として控除しても
1990年に対して 2�1�は削減しなくてはならな
い� ということは森林吸収分を含まなければ�
1999年の水準より約 13�� 森林吸収分を控除し
ても 9.1�ほど CO2等の温室効果ガスを削減しな

図表 10 京都議定書運用ル�ルの合意点

1� 森林の CO2等の温室効果ガス吸収分を CO2等の温室効果ガス削減実績への組み込みに関する規制を緩和�
日本には 6�の CO2等の温室効果ガス削減額中� 3�9�相当分を認める�
海外での新規植林の共同事業による実績を� CO2等の温室効果ガス削減実績に組み込むことを� 削減目標 6�
のうち 1�を上限として認める�

2� 海外での CO2等の温室効果ガス削減事業の実績を排出権取り引きとして削減実績に組み込むことに関する規制

を緩和�
開発途上国の原子力発電所建設事業を� 温暖化対策として自国の CO2等の温室効果ガス削減対策に組み込める

事業としてみとめない�
3� 削減目標を達成できなかった場合には� 時期削減目標に� 未達成量の 1.3倍を上乗せするという罰則を導入す

る�
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くてはならないということであるから� 容易なこ
とではない�しかし�その割には現在の日本には�
北欧と比べて大変だという意識が乏しいように感

じられる�
スウェ�デンの場合は� 1970年代からの大気

汚染削減努力が評価され� CO2の温暖化ガスを

1990に比べて最大 4�増加させてもよいという
ことになっているが� 6�の削減を要請されてい

る日本よりも CO2等の温室効果ガス削減の政策

や運動に積極的な感がある�
率直に言うと� 二� 三年前までの日本は CO2等

の温室効果ガス削減のための新エネルギ�開発に
は極めて消極的態度だった� 排出権取り引きと森
林吸収効果を温室効果ガス削減に組み込むことを

主張するだけでなく� 再生可能な新エネルギ�開
発に本格的に取り組むべきあろう� 確かに近年の

図表 11 日本の CO2等の温室効果ガス総量と実質 GDPの指数� 1990年�1.00

図表 12 京都会議の議定書で定めた主要国の CO2等の温室効果ガス削減目標
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日本は� 景気回復優先で� 景気に有害なことは避
けるという方針だったから� 新エネルギ�開発に
金をかける余裕がない� しかし� ポジティブ福祉
の考えを環境問題にも準用して� 新エネルギ�開
発を経済的負担として捉えるのでなく� 新しいビ
ジネス�チャンスとして捉え経済発展に寄与させ
るような経済政策と経営政策をとることが必要で

ある� デンマ�クとスウェ�デンでにはそのよう
な姿勢が感じられるし� 実際にもこれら両国は環
境機器の生産と輸出で経済成長にも貢献してい

る� とくにデンマ�クは風力発電機製造量の世界
のシェアの約 50�をドイツは約 20�を占めてい
るから� 無視できない成長産業である�

� 北ヨ�ロッパ諸国のエネルギ�政策の動向

�1� 電力市場の自由化�市場化�配電ネット
ワ�クへのアクセスと発電の自由化

電話や電力供給事業は� 大きな固定設備を必要
とする公益事業型の産業なので� 市場競争には適
さないと考えられてきた� スウェ�デンでもデン
マ�クでも政府の公益事業とされていた� しか
し� 市場化の波が公益事業にまで及び� 共通固定
資産 �特に配線設備� を共同で利用すれば� 電
話�通信も電力も市場競争を導入して効率化出来
ることが明らかになった� 電力供給の場合� とく
に発電設備間で電力の需給を調整してそれぞれの

発電設備の稼働率を高めることが出来れば� 効率
性が高まる� また� 風力発電のように単独では�
風が少ない時の電力供給を維持できない発電事業

も多様な発電源との組み合わせによって発電事業

に参加しやすくなる� ただし� 風力などの新エネ
ルギ�の多くは現段階の直接コストだけで考えれ
ば� 既存の発電源と競争出来ないが� 外部コスト
の大きい発電に課税し� クリ�ンなエネルギ�に
補助する政策などを組み合わせれば� 電力業でも
市場競争が可能になる� 他方� 従来型の大型発電
事業も独占事業としてでなく市場競争の長所を生

かした産業にすることが出来ることが明らかに

なった�

自然エネルギ�を供給する事業からの電力供給
に関しては� 自然エネルギ�からの電力供給者に
有利な制度ができている� ドイツでは自然エネル
ギ�発電事業者から固定価格での買い取りを
1991年に義務化し� デンマ�クでは風力発電の
電力を固定価格で買うことを 1992年に義務化し

た� アメリカでは 1978年に自然エネルギ�とコ
ジェネレ�ションの認定設備からの電力購入を義
務化した� それに電力供給の市場化により� 北欧
諸国間では国際間でも電力の市場取り引きが可能

になり� 供給能力の有効利用と電力売買の市場化
の両立が可能になった� つまりかつては規模の利
益を生かし� 設備を有効利用するには公益事業で
は� 地域独占が不可避であると考えられていた
が� 効率のための相反する二つの要件と思われて
いた競争と設備の有効利用の両立が可能になった

のである�
スウェ�デンでは� 6つの総合的大手電力供給

会社と� 典型的な場合� 自身の発電設備を持つ
224前後の配電会社と�約 215の電力取り引き会

社がある� しかし� スウェ�デン内の発電業は集
中化しており�二つの発電業者が発電量の 2/3を

生産している �発電会社名は図表 13��
発電会社を所有者別に分けると�政府 49��自
治体 23��海外 17��独立 6��保険会社�年金
基金 5�となっている �International Energy

Agency� 2000��
電力産業の発電部門は集中しているとはいえ�

このように電力供給者は多数あり� 多様であり�
一方� 海外との取り引きも多い� さらにスウェ�
デンの二つの電力供給会社は� ガス供給産業をも
統合している� 北欧の電力業はこのように市場を
通じての取り引きで� 互いに競争しつつも需給を
調整し� 設備の合理的利用を図っている� 最近�
日本で丸紅が夏場の電力需要のピ�ク時に� 中部
電力の電力供給を補完する形で電力小売業に参入

することが新しい試みとしてニュ�スになった
が� 北欧の電力の市場化�国際化�多元化は� は
るかに進んでいるといえよう�

北ヨ�ロッパの環境�資源政策 �北欧を中心に� 日本への教訓 �丸尾�
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電力供給市場化への動きは� 1996年に決めら

れ� 1997年のスウェ�デン電力法に受け継がれ
た� これにより配電ネットワ�クの所有者は� 第
三者の配電ネットワ�クへのアクセスをリ�ズナ
ブルな差別のない料金で認めねばならなくなっ

た�
同時に発電及び電力供給の自由化が行なわれ�

多元的な小規模発電者が電力供給に参入した�

�2� 環境�エネルギ�税
相対的にコスト高の新エネルギ�供給を市場的
に取り引きさせることを可能にしているもう一つ

の仕組みが� 環境保全に有害なエネルギ�供給源
に課税し� 他方でクリ�ン�エネルギ�を補助す
る方式である�
デンマ�ク� スウェ�デン� ノルウェ�では廃
棄物関係では� 関連業界が自ら行うデポジット方
式によるエコサイクル政策の他� 政府が税金�料
金方式で社会的コストを内部化しようとしている

が� 大気汚染に有害な廃棄物を出す生産物への直
接の課税の例としてはスウェ�デン� デンマ�ク
などの CO2税や硫黄税が知られている� エネル
ギ�消費にかかるこれらの税金は� 環境税である
と同時にエネルギ�税である� その目的も� �1�
環境の保全 �大気汚染の防除�� �2� 省資源�省エ

ネルギ�� �3� 環境�エネルギ�保全のための政
策支出の収入の確保と三つある�
スウェ�デンでは� 1991年に硫黄税を導入し

た� 硫黄税は石炭� 石油� ピ�トを燃料とする工
場を対象とし� 硫黄 1kg当り 30スウェ�デン�
クロ�ナを課す� ただし硫黄含有量が 0.1�以内
の石油には硫黄税は免除される� また脱硫黄設備
を設置する場合には� 税は還元される� 窒素酸化
物 �NOx� に対する課税も 1990年に決まり�
1992年に導入された� これにより 10MWの発

電と暖房の能力のある施設と年間� 40GMWの生

産をする設備は課税対象となった� 課税される設
備とそうでない設備との不公平を調整するために

税収入はプ�ルされて� 課税された設備に還元さ
れた� 炭素税の導入により� NOxの排出量は

1990年 か ら 1992年 に か け て 35� 減 少 し
�OECD, 1996, Sweden, p. 54�� 1995年までには

対象とされた設備からの COx排出量は､平均して

消費されたエネルギ�メガ joule当り 60�減少
したという �OECD�March� 2001�� COxへの課

徴金 �charge� の場合� COxの排出水準が産業の

平均よりも高いと課税され� 平均よりも低いと純
利益が増えるという構造になっているので� 普通
の意味での税ではないと OECD報告は言う

�OECD, March 2001� p� 138��

図表 +3 北欧の主要発電会社

会 社 名 国 名 発電量 TWh

Vattenfall スウェ�デン 2-

Fortum-Birka フィンランド�スウェ�デン .*

Statkraft ノルウェ� -,

Sydkraft スウェ�デン -*

Elsam デンマ�ク ,/

PVO フィンランド +1

Elkraft デンマ�ク +.

Hydro Energi ノルウェ� 3

Graninge スウェ�デン -

International Energy Agency, Sweden ,*** Reviw, ,***.
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炭素税は 1991年 1月から導入され� 1993年

に改正された� 税額は排出 CO2 1 kg当り 1ス

ウェ�デン�クロ�ナであり� 産業用は炭素廃棄
物を減少させると同時に� 化石燃料の保全にとっ
ても役に立つ� デンマ�クでは 1994年に二酸化

炭素�エネルギ�税を導入して同年に 210億ク

ロ�ネ �当時の為替レ�トで約 4200億円� の税
収を得ている� デンマ�クでは炭素�エネルギ�
税を導入して� 他方� 所得税を減税する方針を
採ったが� EUの環境改革プロジェクトの一環と

して環境税の導入と労働者雇用関連の雇用税を減

税することによって� 環境保全と雇用拡大を両立
させる提言もなされた �Green Tax Reform: Pol-

lution Payment and Labour Tax Cuts, 1996��
スウェ�デンのグリ�ン税委員会はこの税転換
�tax switching� は� 例え税収中立的に行われた
としても� 税体系を歪め� スウェ�デンの経済を
悪化させるだろうと分析した �OECD� March�
2001�� しかし� このような分析がなされたにも
かかわらずスウェ�デン政府は実際に労働への税
から環境税へのスイッチを行なうことを決定した

�OEDC� March� 2001��
スウェ�デンもデンマ�クも環境保全と同時に
エネルギ�資源の保全にも積極的である� ス
ウェ�デンは 1980年の国会決議で� 2010年ま

でに原子力発電をやめることを決め� 1990年に

は �環境に適合するエネルギ�体系のシナリオ�
スウェ�デン 2015	 と題する報告書を出して�
将来のエネルギ�需給とその構成のシナリオをい
くつか描いている� シナリオは経済成長率を高め
に想定するか� 低めに想定するかという二通りの
想定と� 原子力発電の代替を重視するか� 環境に
優しい政策を重視するかという二通りの想定の組

み合わせによって 4通りのシナリオを作成した

が� いずれのシナリオも原子力発電をなくすこと
と� 大型水力発電はこれ以上拡大しないというシ
ナリオである� 電力も総エネルギ�消費量も今後
25年間� 増えないというシナリオが基本である�
代替エネルギ�としては� 環境に優しいシナリオ

で高めの成長を見込む場合には� 電力供給の
16.4
を風力等によることを計画しているが� コ
ジェネレ�ション発電の増加が主たる代替エネル
ギ�として計画されている� 代替エネルギ�重視
のシナリオでは石炭による火力発電への依存が高

くなるシナリオになっている�

�3� 風力発電への政府補助
デンマ�クでは炭素税は目的税であり� 化石燃
料による電力には 1kwh当り 0.1クロ�ネ �1ク
ロ�ネは約 20円�� 重油 1リットル当たり 0.27

クロ�ネ� 自動車用 LPGには 1リットル当たり

0.16クロ�ネを課して� その収入で� 風力発電な
どのクリ�ン�エネルギ�利用の発電を補助して
いる� まさに外部不経済に課税し� 外部経済を補
助するという経済学理論どおりのことを行おうと

している� デンマ�クの場合� 風力発電への減税
は 1980年に始まり� 生産補助は 1982年に導入

された�補助は二つの構成要素からなる�一つは�
独立の風力発電機と主要発電業が所有する発電機

にともに与えられる補助金であり� 1kwh当り

0�1デンマ�ク�クロ�ナが出る� もう一つは独
立の発電機に与えられる補助であり� 1kw当り

0�17デンマ�ク�クロ�ナが出る�共同所有の発
電機には税が免除されており� 年間� 7000�
9000デンマ�ク�クロ�ナのタックス�エクス
ペンディチャ�が行われる� 風力発電の最低買い
取り保証価格が電力の消費者購入価格 �税と補助
金を除く� の 85
とされている�
スウェ�デンでは電力に課せられる主な税は電
力消費に課せられる� 電力消費に対する課税額は
1999年に 110億クロ�ナであった �1995年に

は 60億クロ�ナであったから相当の増額であ
る� 税率は 1k/wh当り 0�151クロ�ナである�
原子力発電の場合には� これに加えて 1k/wh当

り 0�022クロ�ナが課せられる� 他方� 再生可能
な電源からの発電とくにバイオマス� 風力� 小規
模水力発電には政府支援がある� 風力と小規模水
力発電には�投資コストの 15
が�バイオ燃料発
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電には上限 1k/w3000クロ�ナの補助が出る�
スウェ�デンもデンマ�クも原子力発電への依
存をなくすることと� 分散型の電力供給システム
を目指すこと� 総エネルギ�供給を増やさない
�スウェ�デン� あるいは削減する �デンマ�ク�
計画目標を立てていることなどの点で共通してい

る� デンマ�クの発電計画でスウェ�デンと異な
るところは� 風力発電 750kwへの依存は 1998

年に総電力供給の 9� �2000年は 10�の計画に
なっており� 実現される可能性が高い� と高い上
に� 2020年には現在の発電量の約半分を賄うと

の野心的代替計画を立てている点である� すでに
2000kwの海上風車による発電が計画されてい

る �OECD� Denmark� 2000�� その上� 原子力
発電には現在も将来も依存しないので� 風力発電
に積極的に取り組むなどスウェ�デン以上に野心
的エネルギ�計画であるといえるだろう� デン
マ�クの風力発電の可能性は次のように推計され
ている� すなわち海上発電だけでも 8000MWの

発電が可能とされているが �図表 14参照�� これ
は現在のデンマ�クの総発電量の 50�に相当す
る� さらに廃棄物の燃焼� バイオガスその他の再
生エネルギ�を含めると� すでに総エネルギ�の
10�以上を占めるに至っている�

ヨ�ロッパ諸国の風力発電量の現状をインタ�
ネットで見ると図表 15のとおりであり� ドイツ�
デンマ�ク� スペインが多い�
エネルギ�	環境税は確かに化石燃料を用いる
産業には負担になる� 他の国が同様の課税をしな
い場合には環境税を課す国の国際競争力はその分

弱くなる� しかし� 国民の生活の質と経済社会の
持続的発展にとってみれば好ましいことから�

EUと OECDはこの方向で国際的に協力する方

向で政策をコ�ディネ�トしていくだろう�

新エネルギ�の単価も� �最初は政府支援に
よって需要と供給が増えれば� 規模の利益が生
じ� �技術革新が促される� その上� �市場的取
り引きが行なわれ� 設備の合理的利用が行われれ
ば� コストは逓減していくだろう� デンマ�クの
風力発電は� 発電量が 55k/ wだった 1980年代

中頃に比べて� 1998年には生産量は 750kwに

増え� 新設備の 1kw当たりのコストは半分にな

り� kw当たり 0�3デンマ�ク	クロ�ナに低下
した�
自然エネルギ�の利用を促すためにデンマ�ク
とスウェ�デンでは次のような形で政府支援があ
る�

図表 +5 主要国の風力発電量の現況 �+333年�

EU MW

Germany 0++-

Denmark ,-**

Spain ,,-/

Netherlands ..0

Italy .,1

UK .*0

Sweden ,-+

Greece +23

Ireland ++2

Portugal +**

Austria 11

France 00

Finland -2

Belgium +-

Luxembourg +*

EU total +,103

Turkey +3

Norway +-

Czech Republic +,

Poland /

Switzerland -

Romania +

Homepage EWEA http 
 //www. ewea. orgによる�図表 +4 デンマ�クの風力発電可能量

設置場所 設備発電容量MW 年間発電量 Twh

陸 上 +1**�,/** -..�/.*

海 上 2*** +/.*�+2.*

計 31**�+*,/** +2..�,-.*

�出所� デンマ�ク政府の資料による�
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デンマ�クの場合� 風力発電にとくに積極的で
あり�世界の風力発電市場の約半分は人口 530万

人のデンマ�クの企業およびそこからライセンス
を得た企業によって占められている�
筆者が �エコサイクル社会� �1997年� のため

取材した頃の日本の専門家の話では� 自然エネル
ギ�はせいぜい電力供給の 1�どまりとのこと
だったが� 電力供給の 10�を既に供給する実績
を挙げようとしているデンマ�クの実績は自然エ
ネルギ�開発を素人論視する通説を事実によって
反証しているようにみえる�
インタ�ネット上でみると� OECDのヨ�ロピ
アン	ウインド	エナジ�	アソシエ�ションで
は 
EU内では 2020年にはエネルギ�の 20��
世界全体でも 10�の供給が可能� とまで言って
いる� サウジアラビアの原油採掘権失効と石油値
上がりという新たな危機への兆しが� 新エネル
ギ�開発への追い風となったが� こうした追い風
を活かすべきだろう�
概して大気汚染の削減に積極的な国は再生可能

な新エネルギ�の開発	発展に積極的な国でもあ
る｡エネルギ�政策でも新分野のエネルギ�の開
発	発展に力を入れているのは北ヨ�ロッパの諸
国に多い� デンマ�クは原子力発電にもともと依
存せず� スウェ�デンは将来� 原子力発電を廃止
していくことになっている� ドイツも原子力法を
改正し� 運転中の原子力発電所を順次� 閉鎖し�
今後� 新設しないことを定めた改正法を発表し
た� 原子力発電に依存しない方針の国は当然� 新
生エネルギ�の開発に熱心である� EUは再生可

能エネルギ�の比重を 1995年の 5�4�から
2010年には 11�6�にまで高めることを目標にし
ている｡エネルギ�政策では� 一次エネルギ�中
の再生可能なエネルギ�の比重 �水力発電を除
く� の高い国は 1位スウェ�デン 16.7�� 2位

オ�ストリア 8.9�� 3位デンマ�ク 8.1�となっ
ている�地球的規模での環境汚染とくに CO2やオ

ゾン	ガスの削減にも北ヨ�ロッパ国�は積極的
である� 再生可能なエネルギ�開発は化石燃料の
保全になりるし�概して CO2等の温室効果ガス排

図表 +6 自然エネルギ�への政府支援の主要例

+ 自然エネルギ�の研究開発と設備建設への助成
デンマ�クでは国立リソ研究所を設立して風力発電の研究を行っており� スウェ�デンでは 0*k以上の風力発

電設備への補助金制度を導入し� -/�の補助を行っている
, 電力会社以外の民間事業による発電の自由化

- 電力ネットワ�ク会社の自然エネルギ�による電力購入の義務 
売電価格の 3*�での購入義務
. 自然エネルギ�による発電量が少ない時の電力供給平準化のシステムとハイブリッド化への支援�デンマ�ク
の風力鉄道の場合

/ 経済的政策手段 
エネルギ��環境税とクリ�ン�エネルギ�の助成の問題
スウェ�デンの炭素税 +トン当り ,/*クロ�ナ �スウェ�デンの +クロ�ナは約 +.円� ただし電力発電用
燃料は非課税スウェ�デンの COxへの課税 NOx排出 +kg当り .*クロ�ナ

0 クリ�ン�エネルギ�への補助金
1 クオ�タ制 電力供給業者が電力の一定割合を再生可能なエネルギ�にすることを義務化 EUが新たに導入

2 クリ�ン�エネルギ�証 �再生可能エネルギ�生産証明書� の交付
デンマ�ク クリ�ン�エネルギ�証の売買も可能

3 エコラベル運動 主要国の代表的エコラベル

アメリカ Green Seal

スウェ�デン Nordic Swan

ドイツ Blauer Engel �緑の天使�
ニュ�ジ�ランド Environmental Choice

日本 エコマ�ク
+* エコシティづくりの支援
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出量も少ないのでエネルギ�供給の保全にとって
も環境保全にとっても効果的であり� 一つの政策
手段で二つの目的を同時に達成できるので� その
意味では効率的である�

�4� 国によって異なるエネルギ�供給ミック
ス

この目的のための新エネルギ�支援には図表
16のようにいろいろな方法がある� 重視するエ
ネルギ�源も図表 17のようにいろいろあるが�
国によって重点を置く対応政策は異なる� 自然エ
ネルギ�の相対的優位性は地理的条件によるとこ
ろが大きく� たとえばスウェ�デンとデンマ�ク
はともに原子力発電には依存しないという方針で

あり� 再生可能でクリ�ンなエネルギ�の開発に
積極的であるが� 再生可能なエネルギ�重視と
いっても� デンマ�クは風の利用しやすい地形の
ためもあって風力発電に力を入れているが� ス
ウェ�デンは風力発電は電力単位当たりコスト

が� 水力発電の倍以上かかるという理由でその開
発と利用にはあまり積極的ではない� スウェ�デ
ンはコジェネレレ�ションとバイオマス発電に力
を入れているが� バイオマスを重視するのはス
ウェ�デンは木材産出国であり� 廃木やおがくず
をバイオマスに利用することが経済的にも相対的

に安く済むからである� 太陽光が強い国では太陽
光を利用するのは当然のことである� ノルウエ�
のように水力が豊富で� 電力の 99�4� �1998年�
を水力発電で賄う国では� 水力を重視するのは当
然である�

�5� 北欧諸国間の電力国際市場化による電力

の効率的使用

北欧諸国は民族的にも歴史的にも関係が深い

し� 地理的にも近いので� 電力の需給調整を国の
間で相互に行なっており� この事が電力供給の効
率化に寄与するところが大きい� 電力の輸出入は
二国間取り引き �bilateral� と Nord Poolという

図表 +7 エネルギ�の原料の種類と分類

エネルギ�の種類 エネルギ�原料 新エネルギ�化の方法

従来型エネルギ�
�化石燃料 石油� 石炭� 天然ガス コジェネレ�ション

�電熱併給�
�原子力 原子力発電

�水力 水 �従来型大規模なダム発
電所による発電

小型分散地域発電

�廃棄物燃料
�サ�マル�リサイク�
再生可能エネルギ�

廃棄物を焼却炉で燃焼して

発電あるいは暖房

固形燃料化

�風力発電量 風 風車の大型�効率化� 洋上
発電

�太陽発電
太陽光発電 太陽光 ソ�ラ��システム

太陽熱温水器�太陽電池
�日本は太陽光発電の絶対量では世界一� 自然エネルギ�の中でシェアが最も高い��
太陽熱発電 太陽熱

�地熱 地熱

�バイオマス 廃棄木材� 間伐木材� バイ
オマス植物� 畜産系廃棄物

バイオマス発電

�燃料電池 生成されて水素

天然ガス� メタノ�ル
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名で知られる電力取り引き会社が北欧 �スウェ�
デン� ノルウエ�� デンマ�ク� フィンランド�
間の電力市場取り引きをしている� スポットと 3

年先までの先物取り引きも行なっており� 二国間
取り引きの清算も行なう非常に発達した市場を形

成している� 電力供給余力はスウェ�デンとノル
ウエ�の場合� 雨が多いか少ないかによるところ
が多く� スウェ�デンの場合� 雨が多い年には電
力の輸出国になり� 雨が少ない年には輸入が必要
になる� 1998年の北欧 4国間の輸出入の状況は

図表 18に示すとおりである�
従来型の原材料を用いても� その利用方法の技
術革新でよりエネルギ�効率的で環境保全的な利
用方法が続�と生まれている� ただし経済効率的
�エネルギ�生産単位コストが安い� とは限らな
いからコスト高の場合は実現に問題がある� 水力
発電は自然エネルギ�であり� 再生可能エネル
ギ�であるが� 従来から用いられているので� 新
エネルギ�とは言えない� しかし� 近年� ロ�カ
ルに小規模で発電されて� エネルギ�の自給ある
いは販売する例が出てきた点で従来と違いが見ら

れる� 化石燃料もその焼却の余熱を用いて発電す
るコジェネレ�ション �併給発電� によって燃料
の熱効率を高める試みが増えてきた� 新エネル
ギ�や自然エネルギ�は現段階では採算が合わな
い場合が多いが� 次第に採算に合う場合が多くな
ると予想される� 第一に� デンマ�クやスウェ�

デンのように CO2等の温室効果ガスの排出は外

部不経済をともなうという根拠に基づいて課税

し� その収入で� クリ�ン�エネルギ�を補助す
るという政策を用いるようになると予想されるか

らである� 第二に� 大規模な配電�配送装置の共
同利用と市場化によって他地域の多様なエネル

ギ�供給源を用いて設備の有効利用が可能になる
からである� 第三に� 技術開発と生産量が増える
につれて生ずる規模の利益のために� 新エネル
ギ�の供給コストが長期的に低下するからであ
る� このことに関して OECDの �エネルギ�技術
政策の経験カ�ブ	 �“Experience Curves for En-

ergy Technology Policy”, 2000� と題する書が
興味ある研究を発表している� この書では再生可
能エネルギ�の場合には� 累積生産量とその価格
との間には次式のような関係があり� 長期的には
その価格が下がっていくという経験法則があると

の仮説を提示し� 太陽電池などいくつかの事例を
用いてある程度の実証的裏付けをしている� この
経験法則に関する仮説が事実であるとすれば� 再
生可能な新エネルギ�開発を政策的に助成する意
義も根拠もあるということになる�
Pt
P0X�e

LogPt
LogP0�eLogX

ただし Pt �再生エネルギ�の t年での価格� P0 �
累積生産量の初期時点での価格

X �累積生産量� �e �マイナスの符号の係数

図表 +8 北欧 .国間の輸出入の状況

輸入国

輸 出 国 デンマ�ク フィンランド ノルウエ� スウェ�デン その他の国

デンマ�ク .+2 ,+0, /+20

フィンランド 3+ 23-

ノルウエ� +-,1 1, -**.

スウェ�デン +3*+ /-.1 1-31 ,,10

その他の国 ,./ .2+2 +3- 22

合 計 -.-1 +*,-1 2*2+ 0*3- 1.0-

輸出合計 1100 3-* ..*- +03*-

純 輸 出 �,3- 3-*1 -012 �+*2+*

北ヨ�ロッパの環境�資源政策 �北欧を中心に� 日本への教訓 �丸尾�

�����



原子力発電に関しては� デンマ�ク等の小国で
はもともと生産していない国であるし� スウェ�
デン� ドイツなど将来の廃止を決めた国や原子力
発電設備が減少した国が目立つようになり� 日本
のようにさらに原子力発電設備の増設を積極的に

進めることを予定している国はむしろ例外的と

なった� フランスはさらに 4基の増設を行なって

いるが� それ以外は建設計画はない� ただアメリ
カがブッシュ政権に代わってから� エネルギ�政
策にも変化が見られる� 他方� 日本は再生エネル
ギ�の開発には最近まで消極的だったが� ここ 2

年くらいの間に変化が見られる� 今� 日本でも持
続可能なエネルギ�供給� 環境への賦課 �安全性
の問題を含む��経済性の三つの観点から�エネル
ギ�供給ミックスの在り方の再検討が進められて
いる� 電力供給自由化にも積極的になりつつあ
る�
日本では� ガソリン税� 軽油取引税 �総額 4兆

円以上� が課税されているが� 環境税としてでな
く道路整備のための道路特定財源として用いられ

てきた� その外� 化石燃料に関わる石油税 �LPG,

LNG等に課税�� 電源開発促進税 �電力使用者か

ら徴収し� 電力開発促進特別会計の財源� 等があ
るが� 環境税という目的意識はあまりない�

�6� 電力価格の安い北欧
スウェ�デンなどの北欧諸国がエネルギ�への
課税を行ないやすいのは� 環境�エネルギ�の将
来に関する危機意識が強いためであるが� 電力価
格が他の先進国に対して安いので� その点で電力
価格が税によって高くなっても� 国際競争力が悪
化するとの心配が少ないこともある� この点では
電力価格の高い日本と比べて新エネルギ�政策を
とりやすい� スウェ�デンの産業用電力価格は
OECD諸国の中で最低であり� 家庭用電力に関し
ては低い方から 5番目であるが� 税を引くと� ノ
ルウエ�の水準と同じくらいで� 税分を除く価格
ではやはり� OECD諸国で最低である �OECD�
Energy Policies of OECD Countries, 2000, p.

73��

�� エネルギ�供給�消費と CO2排出量の動

向

日本の場合� 実質 GDPの動向と CO2推定量の

図表 19 実質 GDP指数と CO2の排出量 �炭素換算� 指数� 1990年�100

�資料� CO2は日本エネルギ�経済研究所 �エネルギ��経済統計要覧	 により作成�
GDPは �経済白書	 による�
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動向を指数で表したものが図表 19である� 図表
が示すように日本では第一次石油ショックの時ま

では CO2排出量の伸びは実質 GDPの伸びに比べ

て大きかったが� 石油ショック後� 省エネルギ�
に努力した結果もあって実質 GDPの増加にもか

かわらず� CO2排出量は 1986年まであまり増え

なかった�しかし� 1980年代後半以降� 今度は実
質 GDPにほぼ並んで増え始め� ここ 2� 3年増加

傾向は止まっている� 図表 19で示す傾向から判

断して政策方針を改めない限り� 京都議定書の目
標達成は今までのような対応の仕方ではできな

い�
OECDの他の国と比べるために� 図表 20を参

考までに示す� 図表 20は主要国のエネルギ�供
給量に占める再生可能エネルギ�の比重である�
日本はアメリカ型のエネルギ�供給と北ヨ�ロッ
パ型のエネルギ�供給方式の中間にあるが� ごく
最近までは自然エネルギ�開発には消極的だっ
た� エネルギ�の経済性� 環境への負荷� 持続可
能性を総合的に考慮してエネルギ�開発と供給の
優先度と配分計画を作成する必要がある�

京都議定書とその運営ル�ルを受入批准するこ
とになった今� 環境�エネルギ�政策の一層の発

展が期待される�
�日本大学理工学部教授�
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